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（２）平成 19 年度の国から地方への税源移譲に伴う特別区民税影響見込額
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（３）令和 7 年度都区財政調整協議個別課題についての都区双方の考え方 
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（都）

（単位：千円）

区 名
個人住民税の
税率フラット化
(A=B+C)

総所得金額等の
税源移譲
影響見込額
(B)

退職分離
税源移譲
影響見込額
(C)

千代田区 △ 6,636,591 △ 6,633,783 △ 2,808 △ 61,507 △ 6,698,098

中 央 区 △ 7,676,233 △ 7,661,746 △ 14,487 △ 163,233 △ 7,839,466

港 区 △ 36,665,587 △ 35,932,409 △ 733,178 △ 221,478 △ 36,887,065

新 宿 区 △ 7,446,327 △ 7,427,253 △ 19,074 △ 302,252 △ 7,748,579

文 京 区 △ 7,781,345 △ 7,777,934 △ 3,411 △ 207,298 △ 7,988,643

台 東 区 △ 66,407 △ 85,350 18,943 △ 204,257 △ 270,664

墨 田 区 2,118,339 2,096,759 21,580 △ 274,652 1,843,687

江 東 区 △ 1,545,643 △ 1,620,350 74,707 △ 497,166 △ 2,042,809

品 川 区 △ 5,106,480 △ 5,160,331 53,851 △ 390,284 △ 5,496,764

目 黒 区 △ 9,573,621 △ 9,609,016 35,395 △ 258,657 △ 9,832,278

大 田 区 766,355 659,751 106,604 △ 706,594 59,761

世田谷区 △ 20,009,159 △ 19,623,393 △ 385,766 △ 823,575 △ 20,832,734

渋 谷 区 △ 18,166,027 △ 18,074,929 △ 91,098 △ 207,775 △ 18,373,802

中 野 区 78,344 56,317 22,027 △ 317,736 △ 239,392

杉 並 区 △ 3,657,541 △ 3,682,759 25,218 △ 533,077 △ 4,190,618

豊 島 区 △ 1,564,243 △ 1,548,023 △ 16,220 △ 268,306 △ 1,832,549

北 区 2,292,441 2,304,391 △ 11,950 △ 328,596 1,963,845

荒 川 区 1,296,542 1,294,485 2,057 △ 197,456 1,099,086

板 橋 区 4,326,127 4,274,100 52,027 △ 525,032 3,801,095

練 馬 区 1,707,797 1,640,627 67,170 △ 667,062 1,040,735

足 立 区 6,453,126 6,437,536 15,590 △ 616,952 5,836,174

葛 飾 区 4,314,915 4,256,159 58,756 △ 418,180 3,896,735

江戸川区 5,063,670 4,992,093 71,577 △ 618,639 4,445,031

合 計 △ 97,477,548 △ 96,825,058 △ 652,490 △ 8,809,764 △ 106,287,312

平成19年度の国から地方への税源移譲に伴う特別区民税影響見込額（令和６年度分）

調整控除（人的
控除差に基づく
負担調整措置）
の影響見込額

(D)

税源移譲
影響見込額
(E=A+D)



【都側提案事項】

１算定方法の見直し等

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 重度障害者福祉増
進事業費及び老人
福祉増進事業費の
算定方法の改善

重度障害者及び高齢者の福祉増進に要する経費について、
特別区における、フレーム対象年度の前々年度予算額に応
じた経費設定から、前々年度決算額に応じた経費設定に改
める等、算定方法の改善を行う。
（第１回幹事会）

都側提案は、予算額から決算額へ算定方法を見直すもので
あるが、予算額で算定することにも合理性があると考えて
いる。本事業について、予算額から決算額に見直す必要性
について伺う。
（第２回幹事会）

合理的かつ妥当な水準で経費設定を行うには予算額ではな
く決算額を用いることが妥当だと考える。特に本事業の経
費設定においては、主として既に決算が判明している年度
の予算額を用いており、なおさら合理性がないものと考え
ている。
（第３回幹事会）

2 生活扶助費（中国
残留邦人等生活支
援給付金）の見直
し

中国残留邦人等に対する生活支援給付に係る経費につい
て、特別区の実態を踏まえ、算定の見直しを行う。
（第１回幹事会）

都側提案は、標準区経費の設定に当たり、経費が突出して
いる区を除外した結果、対象者ベースでは約14％を除外し
ている。よって、特別区の実態に基づく合理的かつ妥当な
水準とは言えないため、妥当ではない。
（第２回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を検討するに当たっては、経費が突
出している区は除外して考えるべきであり、都側提案は妥
当である。
しかし、この点について今回の協議においては都区双方の
見解を一致させることは困難である。
一方で、現行の標準区経費が過大な状態であることは早急
に解消すべきであるため、区側の指摘を踏まえ、経費突出
区も含め、改めて経費を設定する。
（第３回幹事会）

令和7年度都区財政調整協議個別課題についての都区双方の考え方（第3回財調協議会幹事会：R6.12.24）

取扱注意
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１算定方法の見直し等（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

3 結核予防費（一般
患者医療費）の見
直し

結核予防における一般患者医療に係る経費について、特別
区の実態と乖離があることから、算定を縮減する。
（第１回幹事会）

都側提案は、扶助費において、特例医療費を通常の医療費
に包含する形で設定しているが、単価の異なる通常の医療
費と特例医療費は区別して経費設定すべきと考える。
（第２回幹事会）

特例医療費について調査した結果、単価及び件数の実態が
僅少であり、特例医療費を区別して算出することは困難で
ある。なお、特例医療費も通常の医療費も手法の違いのみ
であり、一般患者に対する医療費であることに変わりはな
いことから、都側提案は包含する形で設定している。
（第３回幹事会）

特例医療費について、令和3年度から5年度においては実績
が僅少であるが、今後も制度上、医療費が発生する可能性
を踏まえ、特例医療費を1件残すべきと考える。
（第３回幹事会）

4 結核予防費（入院
患者医療費）の見
直し

結核予防における入院患者医療に係る経費について、特別
区の実態と乖離があることから、算定を縮減する。
（第１回幹事会）

都側提案は、扶助費において、特例医療費を通常の医療費
に包含する形で設定しているが、単価の異なる通常の医療
費と特例医療費は区別して経費設定すべきと考える。
（第２回幹事会）

特例医療費について調査した結果、令和3年度から令和5年
度までの3か年において実績がなく、特例医療費を区別して
算出することは困難である。なお、特例医療費も通常の医
療費も手法の違いのみであり、入院患者に対する医療費で
あることに変わりはないことから、都側提案は包含する形
で設定している。
（第３回幹事会）

特例医療費について、令和3年度から5年度においては実績
が無いが、今後も制度上、医療費が発生する可能性を踏ま
え、特例医療費を1件残すべきと考える。
（第３回幹事会）

5 総務管理費（補償
補塡及び賠償金）
の廃止

本経費は、平成12年度から自動車事故見舞金として算定し
ている事項である。改めて実態を確認したところ令和元年
度から令和5年度までの5か年における支給実績が3区のみで
あり、標準区経費としての普遍性が認められないことか
ら、算定を廃止する。
（第１回幹事会）

清掃費の総務管理費については、令和6年度財調協議におけ
る清掃費の見直しの中で改善を行った項目になるが、令和7
年度財調協議で改めて見直しを行う理由を伺う。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

本経費は、これまでの清掃費全体の見直しの中でも据置き
となっており、今年度調査を行った結果、普遍性が認めら
れなかったため、提案を行ったものである。
都としては、3年ごとに清掃費の経常的経費全体を見直すと
いう取扱いに固執する必要はなく、適時適切に見直しを
行っていくべきと考えるが、見解を伺う。
（第３回幹事会）

6 排水場に要する維
持管理費の見直し
（態容補正）

本態容補正については、排水場の排水能力に応じた3つの維
持管理費モデルを設定し、設置数に応じた額を加算するも
のとなっている。
特別区の実態を確認したところ、排水能力と維持管理経費
に比例関係がないことが明らかになったため、3つのモデル
を排水能力区分「100㎥/分以上」として1つに統合するとと
もに、実態を踏まえた経費設定に見直す。
（第１回幹事会）

排水場維持管理費について、平成13年度財調協議から見直
しが行われておらず、算定と実態に乖離が生じているこ
と、排水能力と維持管理費に比例関係がないことについて
確認が取れた。
一方で、都側提案は一部の経費を除外し経費設定を行って
おり、過少な算定となっていることから妥当とは言えない
と考える。
（第２回幹事会）

区側意見を踏まえ、各区の決算を精査し、改めて経費を設
定した。
（第３回幹事会）

7 要保護準要保護児
童生徒就学援助費
の算定方法の改善
（単位費用・密度
補正）

要保護準要保護児童生徒就学援助費について、特別区にお
ける前年度・前々年度の児童生徒数及び準要保護児童生徒
数に応じた算定から、前々年度・前々々年度の児童生徒数
及び準要保護児童生徒数に応じた算定に改めるなど、算定
方法の改善を行う。
なお、本提案は、数値確認における都区双方の事務負担軽
減にも寄与するものである。
（第１回幹事会）

都側提案は、密度補正における数値の整合性を図るもので
あり、各区の数値確認における事務負担の軽減にも寄与す
るものであることから、都側提案に沿って整理する。
（第２回幹事会）

8 特別支援学級等運
営費（夜間学級運
営）の廃止

特別支援学級等運営費（夜間学級運営）について、直近5か
年における実績が1区のみであることから、算定を廃止す
る。
（第１回幹事会）

本経費は平成12年度財調協議における基準財政需要額算定
の改善合理化にて、夜間学級の運営費を加算する態容補正
を廃止し、単位費用化されたものであるが、その後の状況
に変化があったのか伺う。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

各区の夜間学級数については、普通交付金の算定に伴う数
値確認において、当該学級数を確認しているところであ
り、単位費用化された平成12年度財調協議の合意以降、夜
間学級数は減少している状況にある。
また、夜間学級数は、中学校費（学級数）の測定単位とし
て通常学級数に加えてカウントされているため、学級の運
営に要する経費については、学校運営費で通常学級分とは
別に算定されている。そのため、本事業で算定されている
ものは、夜間学級の新規設置に係るイニシャルコスト又は
学校運営費で捕捉されないような夜間学級のみ必要となる
特殊な備品の購入経費が算定されているものと考えてい
る。
今回調査した結果では、直近5か年において、イニシャルコ
ストを計上した区は1区であり、さらに、夜間学級のみ必要
となる特殊な備品も確認できなかった。
上記を踏まえ、夜間学級に係る経費は、普遍的に生じてい
る状況にないことから、本事業を廃止する提案としている
が、本件に対する区側の見解を伺う。
なお、都側提案は、中学校費（学級数）の測定単位とし
て、夜間学級数をカウントし、学校運営費として所要経費
を算定するといった現行の算定方法を変更するものではな
い。また、夜間学級自体の必要性は都としても認識してお
り、今後、夜間学級が廃止に向かうとは考えておらず、そ
のような観点から、本提案をしているものではないことを
申し添える。
（第３回幹事会）

本経費の平成12年度財調協議での単位費用化は、平成10年
度に開催された都区制度改革推進委員会の税財政検討会
ワーキンググループ区間配分分科会にて検討が行われ、都
区で合意したものである。当時の都側の考え方には「平成
10年度のそれぞれの運営費をもとに、日本語学級1学級、夜
間学級2学級を標準区経費として算定する」とあり、実際に
単位費用化された夜間学級運営の経費は、単位費用化前の
態容補正における1学級当たり運営費284千円の2学級分と
なっていた。
また、中学校費の測定単位については、平成12年度財調協
議での単位費用化以前から、各区の夜間学級数が含まれて
いたところである。これらを踏まえると、本経費には態容
補正時と同様に、ランニングコストも含めた夜間学級の運
営費が算定されていると考えるのが妥当である。都側の
「本事業で算定されているものは、夜間学級の新規設置に
係るイニシャルコスト又は学校運営費で捕捉されないよう
な夜間学級のみ必要となる特殊な備品の購入経費」という
主張は、平成12年度財調協議における都区合意と矛盾する
ものであると考えるが、都側の見解を伺う。
区側は上記の経緯を踏まえ、夜間学級の運営費については
特別支援学級等運営費（夜間学級運営）で算定されている
と認識しており、測定単位に夜間学級数が含まれることを
もって、学校運営費で算定されたことになるとは認識して
いない。直近5か年における実績が1区のみであるという調
査結果についても、今般の都側主張に沿った集計が行われ
た結果であり、各区の夜間学級の運営費の実態とは異なる
ものと認識している。
なお、都側発言にあった平成12年度財調協議以降の夜間学
級数の減少については、夜間日本語学級の減少によるもの
であり、日本語学級でない夜間学級の数については横ばい
であることを申し添える。
（第３回幹事会）
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【区側提案事項】

１都区間の財源配分に関する事項
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 児童相談所関連経
費

区側から質問のあった3点について、お答えする。
まず1点目についてであるが、令和2年度財調方針におい
て、「都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の
差を普通交付金とする仕組みであり、都区間の配分割合は
中期的には安定的なものを定める必要がある」ことを合意
している。
この合意文章の主語は、都区財政調整であり、また、後段
で都区間の配分割合の定め方を述べていることから、単に
各区に交付する普通交付金の算定方法を述べているわけで
はない。
普通交付金は、地方自治法施行令第210条の12の規定によ
り、特別区の基準財政需要額から基準財政収入額を控除す
ることにより得られる財源不足額であるというのが都区財
政調整制度の基本であり、地方自治法施行令第210条の14の
規定により、この財源不足額の合算額と普通交付金総額が
引き続き著しく異なる場合には、条例で定める割合の変
更、つまり配分割合の変更を行うものである。
こうしたことから、特別区の需要と収入がどうなっている
かという点抜きには、都区間の財源配分を検討することは
できない。
次に、2点目についてであるが、地方自治法逐条解説では、
地方自治法施行令第210条の14について、「『著しく異なる
こととなる場合』には、制度改正や事務配分の変更により
著しく異なることとなる場合も含まれる。」とされてい
る。
このことから、児相の事務についても、当然地方自治法施
行令第210条の14の観点から検討すべきということである。
次に、3点目についてであるが、児相ＰＴで確認したとお
り、「児童福祉法上、児童相談所の事務は、都道府県が行
う事務であるが、政令で指定された場合は、当該特別区が
行う事務になる」と考えている。
（第１回幹事会）

特別区における児童相談所の設置は、設置区の区域におい
て関連事務が法的に都から区に移管され、都と特別区の役
割分担の大幅な変更が生じるものであるため、平成12年に
都区合意している都区制度改革実施大綱の規定に基づき、
その関連経費の影響額について、配分割合を変更すること
で、特別区の児童相談所の運営に必要な財源を担保するよ
う提案する。
また、将来の設置区数の増加による影響額に応じて、順次
配分割合を変更することをあわせて提案する。
本件に関しては、令和5年度財調協議では、都区の考え方に
大きな隔たりがあり、一時協議が中断となったが、最終的
には、協議の中断を長引かせることは、都区の連携を発展
させていく上で望ましくないという判断のもと、早期に結
論を出すことを前提に、今後も協議を継続することとなっ
た。
これを受けて、配分割合の協議をする前段として、都区の
プロジェクトチームにおいて検討し、最終的には、「都区
の児童相談行政の連携・協力を一層円滑に進めていくこと
が重要であることから、早期に解決が図られるよう、都区
財政調整協議の場へ移行していく。」と取りまとめられた
ところである。
プロジェクトチームの取りまとめにおいて都区の見解が相
違した点もあったが、これまでの検討経過を踏まえ、是非
とも、今年度の協議において、適切な配分割合の変更が実
現するよう、前向きな協議をお願いする。
本件に関しては、昨日の財調協議会における都側からの発
言を踏まえ区側の見解を申し上げる。
都側は、財源保障の観点として2点を示しているが、都区財
政調整による財源保障の体系の一部を示したものに過ぎ
ず、しかも児相に関する配分割合について、その2点のみで
議論することは到底容認できない。
（つづきあり）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

都区財政調整制度における財源保障の体系は、地方交付税
制度により都区一括で保障された財源のもとで、都区間の
役割分担を踏まえた都区間財源配分により都と特別区総体
の財源を保障した上で、その結果得られる特別区総体の財
源の範囲で特別区間の財源の不均衡を調整し、すべての特
別区が一定の行政水準を維持しうるよう各特別区の財源を
保障するものである。
配分割合は、都区間財源配分に係るものであり、都区の役
割分担に応じて定め、役割分担の変更に応じて変更するの
が制度の趣旨である。
役割分担の変更に伴う配分割合変更の事由を整理して、都
区で合意したのが平成12年都区制度改革実施大綱中の記述
であり、配分割合の変更は、制度の趣旨と都区の合意に基
づいて行われなければならない。
自治法施行令における配分割合変更の規定は、役割分担を
踏まえた財源配分を行い、その配分のもとで普通交付金を
算定した結果として、なお著しい財源不足が生じた場合に
は当然に配分割合を変更しなければならないとするもので
あり、その前に、役割分担の変更に伴う配分割合の変更が
なされていることが前提になければならない。
各特別区の基準財政需要額と基準財政収入額を算定して不
足額を交付するのは、役割分担に応じた都区間財源配分の
結果得られる特別区総体の財源をもとに、特別区間の財源
の不均衡を是正するための主たる手段である普通交付金の
算定方法であって、配分割合を定めるためのものではな
い。
令和2年度財調方針において、都区財政調整が、基準となる
財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みである
としているのは、普通交付金算定の仕組みを言っているに
すぎず、各特別区の財源保障に係るものではあっても、都
区間の財源配分、つまり都と特別区総体の財源保障に係る
ものではない。
（つづきあり）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

ここまでを踏まえ、財調協議会における都側の発言に対し
て2点質問する。
1点目として、都側から発言があった「都区財政調整は、基
準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組
み」について、これは普通交付金の算定方法であり、配分
割合の決定方法ではないと認識しているが、都側の見解を
伺う。仮に、需要と収入の差で配分割合を決定するという
認識であるならば、その根拠も合わせてお示しいただく。
2点目として、都側から発言があった「地方自治法施行令で
は、特別区の財源に年度を超えて引き続き著しい過不足が
生じる場合、配分割合を変更することが定められている」
について、先ほども申し上げたとおり、区側は、都区制度
改革実施大綱に基づき配分割合の変更を提案しており、地
方自治法施行令第210条の14の規定は影響がないと認識して
いるが、都側の見解を伺う。仮に、影響があるという場合
は、その根拠も合わせてお示しいただく。
次に、ＰＴでの議論を踏まえ、1点質問させていただく。
区立児童相談所は、政令指定により都から区へ権限が移
り、児相設置が義務付けられること、また、関連経費の所
要額規模が、配分割合に影響が及ぶ規模となっていること
から、大綱に定める配分割合の変更事由である「役割分担
の大幅な変更」に該当すると区側は認識している。
そこで改めて確認させていただく。区立児童相談所の設置
区において、都と特別区の「役割分担」については変更し
ていると認識しているが、都側の見解を伺う。
（第１回幹事会）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

区側から質問のあった3点について、お答えする。
まず1点目についてであるが、前回の幹事会で申し上げたと
おり、令和2年度財調方針に記載されている「都区財政調整
は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とす
る仕組みであり、都区間の配分割合は、中期的には安定的
なものを定める必要がある」の主語は、都区財政調整であ
り、また、後段で都区間の配分割合の定め方を述べている
ことから、単に各区に交付する普通交付金の算定方法を述
べているわけではない。
また、普通交付金は、地方自治法施行令第210条の12の規定
により、特別区の基準財政需要額から基準財政収入額を控
除することにより得られる財源不足額であるというのが都
区財政調整制度の基本であり、地方自治法施行令第210条の
14の規定により、この財源不足額の合算額と普通交付金総
額が引き続き著しく異なる場合には、条例で定める割合の
変更、つまり配分割合の変更を行うものである。
こうしたことから、特別区の需要と収入がどうなっている
かという点抜きには、都区間の財源配分を検討することは
できない。
次に、2点目についてであるが、児相に関する配分割合につ
いても、当然地方自治法施行令第210条の14の観点から検討
すべきということを前回の幹事会で申し上げたところであ
る。
都としては、先ほど申し上げた、令和2年度財調方針に記載
されている「都区財政調整は、基準となる財政上の需要と
収入の差を普通交付金とする仕組みである」という点、及
び地方自治法施行令第210条の14といった財源保障の観点か
ら、配分割合の変更を議論する必要があると考えている。
（つづきあり）

前回の幹事会で都側から回答をいただいた3点について伺
う。
まず、都側の回答1点目についてである。都側から、「令和
2年度財調方針において、『都区財政調整は、基準となる財
政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みであり、
都区間の配分割合は中期的には安定的なものを定める必要
がある』ことを合意している」と発言があったが、区側と
しては、そもそも都区財政調整の財源保障や配分割合の原
則として合意したという認識はない。
内容的にも、前段の「都区財政調整は、基準となる財政上
の需要と収入の差を普通交付金とする仕組み」と後段の
「都区間の配分割合は中期的には安定的なものを定める必
要がある」は別物であり、前段は普通交付金の算定の仕組
みを示しているものであることはすでに示したとおりであ
る。
後段については、平成12年都区制度改革の際に、「配分割
合は中期的に安定的なものとし、大規模な税財政制度の改
正があった場合、都と特別区の事務配分または役割分担に
大幅な変更があった場合、その他必要があると認められる
場合に変更する」ことを合意したものである。
この合意は、配分割合について、それ以前の特別区の需要
額と収入額のみを基本に定める考え方を改め、都区の役割
分担に応じて定めることを基本とすることとした検討の結
果として行われたものであり、区側が、役割分担の変更に
よる配分割合の変更を法の趣旨とともに主張している根拠
となっているものである。
令和2年度財調方針の前段をもって需要と収入の差で配分割
合を決定するとする都の考え方は、役割分担に応じて配分
割合を決定するとする法の趣旨に則った考え方とは相いれ
ないものである。
（つづきあり）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

次に、3点目についてであるが、前回の幹事会で申し上げた
が、児相ＰＴで確認したとおり、「児童福祉法上、児童相
談所の事務は、都道府県が行う事務であるが、政令で指定
された場合は、当該特別区が行う事務になる」と考えてい
る。
その上で、区側からも発言があったが、児相ＰＴでお話し
たとおり、「特別区の児童相談所設置は複数年度にわたり
漸次行われているが、この複数年度にわたる設置を一つの
判断の単位としてまとめて捉えることは、大綱に定める
『役割分担の大幅な変更』の適用条件として都区が整理し
た内容には合致しないと考えられる」と認識している。
（第２回幹事会）

そこで改めて確認させていただく。法の趣旨に則った考え
方を踏まえれば、需要と収入の差で配分割合を決定するも
のではないと考えるが、都側の見解を伺う。
なお、普通交付金は、特別区の基準財政需要額から基準財
政収入額を控除することにより得られる財源不足額であ
り、この財源不足額の合算額と普通交付金総額が引き続き
著しく異なる場合が地方自治法施行令の配分割合変更規定
の事由であるという都側の回答は、地方自治法施行令の規
定をなぞっただけのものであって、その規定の適用の前
に、役割分担の変更に伴う配分割合の変更があるべきだと
いう区の説明への反論にはなっていない。
そもそも、地方自治法施行令の配分割合の変更に関する規
定にいう「著しく異なる場合」の目安は、逐条解説によれ
ば普通交付金総額の10％以上とされていることもあり、こ
の規定によらなければ配分割合を変更できないとするのは
非現実的である。
また、特別区の需要と収入を計って配分割合を決めるとす
る考え方は、平成12年都区制度改革で確立された二層制の
独立対等関係に反するものであり、受け入れられるもので
はない。
次に、都側の回答2点目についてである。都側が示した地方
自治法逐条解説は、制度改正や事務配分の変更によって著
しい乖離が見込まれる場合も該当するとして、地方自治法
施行令の規定の趣旨を補足したものであって、著しい乖離
がなければ変更できないとするものではなく、地方自治法
施行令の規定の適用の前に、役割分担の変更に伴う配分割
合の変更があるべきことに変わりはない。
区側は、都区制度改革実施大綱に基づき都区の役割分担の
変更に応じた配分割合の変更を提案しているため、地方自
治法施行令第210条の14の観点からの検討は、不要であると
考える。
（つづきあり）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）
項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

一方、都側は、地方自治法施行令第210条の14の観点から検
討すべきとのことだが、これは都区制度改革実施大綱と地
方自治法施行令の両事由を同時に満たさなければ、配分割
合を変更する必要がないという見解なのか。都側の見解を
伺う。仮に、両事由を同時に満たさなければ、配分割合を
変更する必要がないという場合は、その根拠も合わせて示
されたい。
最後に、都側の回答3点目についてである。前回の幹事会で
区側が質問したのは、役割分担の変更があったことの確認
である。法令により、児童相談所設置市には児童相談所設
置義務が課されるものであり、当該区では都から権限が移
り、役割分担が変更されると考える。
なお、国が発出している児童相談所運営指針では、児童相
談所の設置権限について、その任務、性格に鑑み、都道府
県、指定都市に設置義務が課されているとしている。また
平成16年及び平成28年の児童福祉法の改正により、政令で
指定する市や特別区も、児童相談所を設置することとさ
れ、その場合は、児童相談所の設置義務に係る規定は、児
童相談所設置市に適用するとしている。
そこで改めて確認させていただく。区立児童相談所の設置
区において、都と特別区の「役割分担」については変更し
ていると認識しているが、都側の見解を伺う。
その上で、都区制度改革実施大綱の制定に向けた当時の都
区の検討過程において、「『大幅』なものであるかどうか
は、影響額そのものの大きさによって判断するのではな
く、当該事由に係る影響額を都区それぞれに及ぼしてみ
て、配分割合にどれくらいの影響があるかを基本に判断す
る」とされており、区側としては、児相関連経費の所要額
規模が配分割合に影響が及ぶ規模であると認識している。
一方、都側は、区児相は複数年度にわたり漸次設置され、
影響額について合計で変更を主張する考え方は大綱上「そ
の他必要があると認めた場合」の該当可否を検討する際の
考え方であると主張している。
都区制度改革実施大綱の制定に向けた当時の都区の検討過
程において、「当該事由に係る影響額」とされていること
から、児相設置という同じ事象で配分割合に影響を及ぼす
規模は、年度ではなく、事象ごとに捉えるべきと考える
が、都側の見解を伺う。
（第２回幹事会）
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２特別区相互間の財政調整に関する事項
基準財政需要額の調整項目

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 災害対策費（在宅
避難）

区側提案は、決算額の実施区平均から標準区経費を設定し
ているが、事業の普遍性や内容、経費の性質を考慮し、標
準的なモデルを設定の上、標準区経費を設定すべきと考え
る。
（第２回幹事会）

災害対策費（在宅避難）について、新規に算定する。な
お、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により
設定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、実施区の
平均をもって積算を行うべきと考えているが、今回の協議
では都区双方の見解を一致させることが困難である。この
ため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏ま
え、個別の事業の普遍性等を考慮し、標準的な事業モデル
により、改めて標準区経費を設定した。
事業モデルについては、家具転倒防止器具の設置費を助成
するモデルとし、実施区の標準的な補助単価と補助実績に
より設定した。
（第３回幹事会）

2 感震ブレーカー設
置助成事業費

感震ブレーカーについては、無償配布や設置費助成、また
はその両方を実施する等、区によって事業の実施手法が異
なる実態を踏まえると、単に決算額の実施区平均により標
準区経費を設定することは妥当ではない。事業の普遍性や
内容、経費の性質を考慮し、標準的なモデルを設定の上、
標準区経費を設定すべきと考える。
（第２回幹事会）

感震ブレーカー設置助成事業費について、新規に算定す
る。なお、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均
により設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、標準的な事業モデルにより、改めて
標準区経費を設定した。
事業モデルについては、東京都地域防災計画における感震
ブレーカーの設置目標を踏まえ、木造住宅密集地域を中心
に、簡易タイプの配布及びコンセントタイプ・分電盤タイ
プの補助を実施するモデルとした。このうち、配布事業
は、実施区の実績に基づく1台当たりの平均単価と該当地域
の世帯数、目標値により設定し、補助事業は、実施区の実
績に基づき、補助単価と件数の平均により設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

3 参集・安否確認シ
ステム維持管理費

区側提案は、他のシステムに参集・安否確認システムの機能
が含まれる場合の維持管理費を決算額から一律に除外してお
り、該当区も多いことから、適切な標準区経費の設定となっ
ているか判断することができない。
また、決算を踏まえた標準区経費の設定に当たっては、23区
総体の充足率が100％を超えるべきではないと考える。
（第２回幹事会）

参集・安否確認システム維持管理費について、新規に算定す
る。なお、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均に
より設定する。
（第１回幹事会）

他のシステムに参集・安否確認システムの機能が含まれてい
る場合の維持管理費について、システム利用者数による按分
を用いて対象経費を抽出した。
また、合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、実施
区の平均をもって積算を行うべきと考えているが、今回の協
議では都区双方の見解を一致させることが困難である。この
ため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、
事業未実施区を含めた平均により、改めて標準区経費を設定
した。
（第３回幹事会）

4 行政手続デジタル
推進経費

区側提案は、決算額をもとに標準区経費を設定しているが、
決算を踏まえた標準区経費の設定に当たっては、23区総体の
充足率が100％を超えるべきではないと考える。
（第２回幹事会）

行政手続デジタル推進経費について、新規に算定する。な
お、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、実施区の平
均をもって積算を行うべきと考えているが、今回の協議では
都区双方の見解を一致させることが困難である。このため、
本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、経費突
出区の経費を精査した上で、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

5 自治体システム標
準化経費

区側提案は、令和6年3月に示された国のデジタル基盤改革支
援補助金の補助上限額を踏まえたものであるが、当該補助金
の補助上限額については、令和5年度に行われた「移行困難
システム等に係る移行経費の調査について（照会）」（令和
5年8月4日総行デ125号）による移行経費調査の結果に基づき
措置されたものである。
令和6年度においても、同様の調査が行われており、当該調
査結果に基づき補助上限額の増額の可能性があることから、
現時点において、標準区経費の設定は時期尚早であると考え
る。
（第２回幹事会）

自治体システム標準化経費について、令和7年度に限り、臨
時的に算定する。なお、全固定での算定とし、標準区経費は
実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）

デジタル基盤改革支援補助金については、令和6年11月に国
が行った「地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定
案に関する地方公共団体説明会」において、令和6年度に実
施した経費調査を踏まえ、補助金の基金の積み増しについ
て、国の財政当局と折衝中であることが示された。
当該状況を踏まえると、今回の提案において、補助金の増額
の可能性を考慮することに異論はない。
しかしながら、本事業については、国の方針に基づき、原則
として令和7年度末を目標に全区で実施している事業である
ため、再調整での対応を含め、標準算定すべき事業である。
そのため、次年度以降、補助金増額の状況が明らかとなった
段階で改めて協議を行う必要があると考えるが、都側の見解
を伺う。
（第３回幹事会）

6 公共施設ＬＥＤ灯
切替事業費

区側提案は、令和6年度財調協議において都側が指摘した
「特別区におけるＬＥＤ化計画の有無、ＬＥＤ灯切替の未実
施率」を考慮したものになっている。
しかしながら、区の工事実績から設定した単価にばらつきが
見られるほか、今年度の財調協議では、区側から「投資的経
費の見直し」が提案されており、本提案との重複が懸念され
る。
また、令和6年度財調協議において都側が指摘した「ＬＥＤ
灯切替に伴う電力消費量の影響」については、どのようにし
て反映する想定か伺う。
（第２回幹事会）

公共施設ＬＥＤ灯切替事業費について、新規に算定する。な
お、国の計画を踏まえ、令和7年度から令和12年度までに要
する経費の臨時算定とする。また、全比例での算定とし、標
準区経費は、令和5年度及び令和6年度における区の工事実績
から単価を設定し、その単価に標準施設の実態面積とＬＥＤ
灯切替の未実施率を乗じて設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

7 テレワーク運営経
費

テレワークの実施形態によっては、職員の端末関係経費が算
定されている「電子計算事務費」等との重複も考慮する必要
があるが、標準区経費の検討に当たり、どのような整理をし
ているのか伺う。
また、決算を踏まえた標準区経費の設定に当たっては、特別
区総体の充足率が100％を超えるべきではないと考える。
（第２回幹事会）

テレワーク運営経費について、正式導入区数が令和6年度財
調協議の11区から16区に増加したことを踏まえ、新規に算定
する。なお、一部固定での算定とし、標準区経費は正式導入
している各区実績の回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

職員が執務室で使用する自身の端末を持ち帰りテレワークを
実施する場合には、端末本体の経費について電子計算事務費
等との重複が考えられるため、当該実施形態における端末本
体の経費を除外した上で、標準区経費を設定している。
また、合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、実施
区の数値をもって積算を行うべきと考えているが、今回の協
議では都区双方の見解を一致させることが困難である。この
ため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、
経費突出区の数値を精査した上で、事業未実施区を含めた回
帰分析により、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

8 安全安心まちづく
り推進事業費（防
犯カメラ維持管理
費補助金）

区側提案は、都補助が充当されるモデルを設定しているが、
規模の設定に当たり、区独自で実施している補助の件数は含
めるべきではないと考える。
（第２回幹事会）

安全安心まちづくり推進事業費（防犯カメラ維持管理費補助
金）について、新規に算定する。なお、全固定での算定と
し、標準区経費は標準的な事業モデルにより設定する。事業
モデルについては、区の補助実績と「東京都防犯設備維持管
理経費補助金」及び「東京都防犯設備運用経費補助金」の補
助対象経費上限額等により設定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、区の実態を
もって積算を行うべきと考えているが、今回の協議では都区
双方の見解を一致させることが困難である。このため、本事
業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、モデルの規
模について、区独自で実施している補助の件数を除外し、改
めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

9 区議会事務局運営
費

区側提案は、特別区の実態を踏まえ、算定を充実するとのこ
とであるが、具体的にどのような状況の変化があったのかを
伺う。
また、議会総務費における「議会運営費」とのすみ分けを明
確にする等、既存算定項目と重複しないよう内容を整理する
必要があると考える。
（第２回幹事会）

区議会事務局運営費について、特別区の実態を踏まえ、算定
を充実する。なお、一部固定での算定とし、標準区経費は回
帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

前回見直しを行った平成28年度財調協議以降、区議会では、
より開かれた議会を推進するため、本会議・委員会における
審議状況のインターネット配信の導入が進められており、導
入区数も12区から22区に増加している。
また、「議会運営費」との経費のすみ分けについて、イン
ターネット使用料の重複が考えられるため、都側の意見を踏
まえ、議員数と事務局職員数による按分を行うことで経費を
精査し、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

10 会計管理費（預金
利子）

会計管理費（預金利子）について、令和4年度財調協議にお
いて確認した3年に1度の見直しのタイミングとなったため、
特別区の実態を踏まえ、算定を改善する。なお、全固定での
算定とし、標準区経費は実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）

11 ひとり親家庭等生
活向上事業費

区側提案は、都補助金の実績を踏まえたものであり、概ね妥
当であると考えるが、固定費割合の設定について精査が必要
と考える。
（第２回幹事会）

ひとり親家庭等生活向上事業費について、新規に算定する。
なお、全比例での算定とし、標準区経費は「東京都ひとり親
家庭等生活向上事業」における「子供の生活・学習支援事
業」の補助実績に基づき、1人当たり経費と人口規模により
設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

12 デジタルデバイド
対策事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
区によってばらつきが大きく、また、普遍性がない事業が含
まれているなど、精査が不足しており、標準区経費としての
妥当性が判断できない。
（第２回幹事会）

デジタルデバイド対策事業費について、新規に算定する。な
お、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）

デジタルデバイド対策事業は、令和6年度中に23区中21区で
実施を予定しているが、事業開始から間もない区が多いこと
等もあり、各区の実施方法等にはばらつきがある。これらを
踏まえて、標準区経費については、実施区平均により設定し
ているところである。
（第３回幹事会）

13 高次脳機能障害者
支援事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
普遍的ではない経費が含まれているなど、精査が必要と考え
る。
また、実施区平均による標準区経費の設定では妥当性に欠け
ると考える。
（第２回幹事会）

高次脳機能障害者支援事業費について、新規に算定する。な
お、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数値
をもって設定すべきという考えに変わりはないものの、今回
の協議では都区の見解を一致させることが困難である。この
ため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、
事業未実施区を含めて設定する等、経費を精査し、改めて標
準区経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

14 重層的支援体制整
備事業費

重層的支援体制整備事業は高齢、障害、子ども、生活困窮の
4分野について、制度ごとに分かれている相談支援などの関
連事業を一体的に実施するものであるが、従来から実施して
いる各分野の事業について、どのような影響を受けるのかを
伺う。
また、従来から実施している事業については、既に算定され
ているものと理解しているが、本提案事業と関連する事業に
ついて伺う。
さらに、区側提案によると、令和5年度に重層的支援体制整
備事業に移行している区は6区とのことであり、普遍性がな
い。そこで、令和6年度の状況や令和7年度以降の見通しにつ
いて伺う。
（第１回幹事会）

重層的支援体制整備事業費について、新規に算定する。な
お、全比例での算定とし、標準区経費は「重層的支援体制整
備事業」の補助実績に基づき、1人当たり経費と人口規模に
より設定する。
（第１回幹事会）

重層的支援体制整備事業への移行状況を確認した結果、令和
7年度には15区が実施予定であり、また将来的に普遍的な事
業となることは制度上も確認できた。
ただし、重層的支援体制整備事業を単に現行算定に加えると
いう区側提案は妥当ではない。区側から、既存事業への影響
として説明があったとおり、重層的支援体制整備事業へ移行
した自治体は、既存事業としては実施しない形となる。その
ため、標準区に重層的支援体制整備事業を算入するのであれ
ば、財調上の関連事業を存置することは妥当ではない。関連
事業について、重層的支援体制整備事業の経費積算の一部に
組み替える形で整理すべきである。
また、高齢分野の事業について、保険料負担部分を区負担と
して経費設定がされていることから、精査が必要である。
（第２回幹事会）

従来は、高齢、障害、子ども、生活困窮の各分野ごとの制度
に基づいて行われる相談支援や地域づくりに対して補助金が
交付されていたが、重層的支援体制整備事業に移行すること
により、重層的支援体制整備事業交付金として一体的に補助
金の交付を受け、事業を執行することとなる。
財調における関連事業は、高齢分野は老人福祉費（介護保険
事業助成費）の一部、障害分野は社会福祉費（地域生活支援
事業費）の一部、子ども分野は児童福祉費（地域子ども子育
て支援事業費）の一部、生活困窮分野は社会福祉費（生活困
窮者自立支援事業費）の一部である。
次に、重層的支援体制整備事業への移行状況であるが、現時
点で11区が移行しており、令和7年度には更に4区が移行する
予定である。また、令和6年度時点で4区が重層的支援体制整
備事業への移行準備事業を行っており、制度上、将来的に重
層的支援体制整備事業に移行することから、本事業の普遍性
が見込まれるものである。
（第２回幹事会）

15 心身障害者福祉手
当支給費

本事業は、都条例においてその範囲を定めているが、区側提
案で新規に算定とする対象は、いずれも都条例の支給対象に
含まれていないことから、算定すべきではないと考える。
（第２回幹事会）

障害者の負担軽減と福祉の増進を図ることを目的とした心身
障害者福祉手当支給費について、身体障害者手帳3級・愛の
手帳4度・精神障害者保健福祉手帳1級所持者への手当を新規
に算定する。なお、全比例での算定とし、23区平均による支
給単価と回帰分析による件数により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

本事業は、障害者の経済的、精神的負担の軽減と福祉の増進
を図ること等を目的として、各区が助成を行っているもので
あり、区側としては特別区の実態を踏まえて標準区経費とし
て算定すべきと考える。
（第３回幹事会）

16 高齢者補聴器購入
費助成事業費

予算を用いた標準区設定では妥当性に欠けると考える。
（第２回幹事会）

高齢者補聴器購入費助成事業費について、新規に算定する。
なお、全比例での算定とし、標準区経費は1人当たり経費と
65歳以上人口の規模により設定する。
（第１回幹事会）

予算を用いた標準区設定では妥当性に欠けるとの発言があっ
たが、算定にあたっては、事業の性質や背景等を踏まえるべ
きであり、予算額での算定にも合理性があるという考えに変
わりはない。
しかしながら、提案した内容では、合意することが困難であ
ることから、都側の意見を踏まえ、都補助金の交付決定額に
基づいて、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

17 生活保護総務費
（医療扶助オンラ
イン資格確認等運
営負担金）

本事業について、厚生労働省のホームページを確認したとこ
ろ、「医療券等の送付や受け取り等のコスト・手間が軽減さ
れる」との記載があった。この記載を踏まえれば、生活保護
総務費の通信運搬費等を合わせて調査し、経費に縮減の余地
がないか確認すべきと考えるが、区側の見解を伺う。
（第１回幹事会）

生活保護総務費（医療扶助オンライン資格確認等運営負担
金）について、新規に算定する。なお、全比例での算定と
し、標準区経費は社会保険診療報酬支払基金から示された項
目ごとの単価、各区の被保護者数等の事業モデルにより設定
する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

今回の提案時に各区経費への影響を把握することが困難であ
ることは承知した。ただし、事業効果としてコスト軽減が挙
げられている以上、本事業が通信運搬費等へ与える影響につ
いて、将来的に調査し、結果に応じて見直しを検討すべきと
考えるが、区側の見解を伺う。
なお、区側提案については、社会保険診療報酬支払基金より
示された単価等に基づくものであり、概ね妥当であると考え
るが、対象者数の設定については、密度補正の影響を加味す
るなど、精査が必要と考える。
（第２回幹事会）

本事業は令和6年4月から開始された事業であることから、現
時点では各区の経費への影響について、確認することはでき
ない。
（第２回幹事会）

将来的に必要に応じて見直しをすることに異論はない。
また、都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経
費を設定した。
（第３回幹事会）

18 ヤングケアラー支
援事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
各区の経費にばらつきがあることから、精査が必要と考え
る。また、実施区平均による標準区経費の設定では妥当性に
欠けると考える。
さらに、議会総務費の職員研修費や外国人生活支援等事業費
と重複する経費が含まれているため、これらの経費について
は経費設定から除外すべきと考える。
（第２回幹事会）

ヤングケアラー支援事業費について、新規に算定する。な
お、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）

ヤングケアラー支援事業費は、令和6年度中に23区中17区で
実施を予定しているが、事業開始から間もない区が多いこと
等もあり、各区の実施方法等にはばらつきがある。これらを
踏まえて、標準区経費については、実施区平均により設定し
ているところである。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

19 要支援児保育巡回
支援専門員経費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
各区の経費にばらつきがあることから、経費設定方法につい
て精査が必要と考える。また、事業の性質上、個別に経費設
定を行うのではなく、両施設を合わせて経費設定すべきと考
える。
（第２回幹事会）

要支援児保育巡回支援専門員経費について、新規に算定す
る。なお、保育所分については、回帰分析の結果を踏まえ全
比例での算定とし、標準区経費は1人当たり経費と18歳未満
人口の規模により設定する。また、放課後児童クラブ分につ
いては、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均によ
り設定する。
（第１回幹事会）

本事業における各区の経費や特定財源の充当状況にはばらつ
きがあり、これらを踏まえて、決算額から標準区経費を設定
しているところである。
（第３回幹事会）

20 地域型保育等にお
ける定員未充足に
よる減収補填事業
費

区側提案は地域型保育と私立認定こども園を対象にしたもの
であるが、前者は単位費用、後者は態容補正で捕捉している
ものであり、算定方法の違いを考慮した経費設定を検討すべ
きである。次に、私立認定こども園については、令和6年度
当初算定における補正対象区は19区であるが、本事業の実施
区は5区と少数であり、普遍性がない。
また、減収補填のスキームについても、各区でばらつきがあ
り、単に決算額をもとにした経費設定では、合理的かつ妥当
な水準とは言えない。
（第２回幹事会）

地域型保育等における定員未充足による減収補填事業費につ
いて、新規に算定する。なお、全固定での算定とし、標準区
経費は実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）

定員未充足による減収補填事業は、多数の区で実施している
普遍的な事業であり、特別区の実態を踏まえ標準区の設定を
行っていることから、他の財調算定されている事業と何ら異
なるものではないと考える。よって、当該経費は、標準的な
経費として妥当と考える。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

21 高校生等医療費助
成事業費

都は、子育てを支援する福祉施策の充実に向け、区市町村が
実施する高校生等への医療費助成事業に対し、所得制限や通
院時の一部自己負担等の基準を設けた上で補助することとし
ており、早期の事業開始を促進するため、令和5年度から3年
間は都の負担割合を10分の10としている。
これにより、都制度においては、区負担は発生しない枠組み
となっている。
昨年度の協議でも申し上げたとおり、都全域における妥当な
水準であると判断し導入されている都補助制度に沿った算定
が「合理的かつ妥当な水準」であることから、区側提案は妥
当ではないと考えている。
（第２回幹事会）

高校生等医療費助成事業費について、都補助の対象外である
所得制限及び一部自己負担金に係る扶助費及び審査支払手数
料について、令和7年度まで臨時的に算定する。
（第１回幹事会）

本事業は都が一方的に発表した事業であり、都の補助基準は
都区で調整したものの、意見が折り合わず、特別区の意見が
反映されていないまま、令和5年度からの3年間について、所
得制限等を設定するものとなっている。このため、都の補助
基準は、特別区の事業実態や、特別区が作り上げ、推進して
きた既存の制度を踏まえたものになっていない。
特別区域を対象とした財調制度であることを踏まえ、本事業
における「合理的かつ妥当な水準」は、特別区域における
サービス水準によるべきと考える。
（第３回幹事会）

22 放課後児童クラブ
事業費及び区立保
育所管理運営費
（医療的ケア児支
援事業費）

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
各区の経費にはばらつきがある。経費設定に当たっては、医
療的ケア児の受入施設数を考慮するなど、精査が必要と考え
る。
また、放課後児童クラブ分については、現行の標準区経費に
おいて、直営や委託といった運営形態に応じた算定としてい
ることを踏まえ、それを考慮した経費設定を行う必要がある
と考える。
（第２回幹事会）

放課後児童クラブ事業費及び区立保育所管理運営費（医療的
ケア児支援事業費）について、新規に算定する。なお、区立
保育所分・放課後児童クラブ分ともに、全固定での算定と
し、標準区経費は実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。
（第３回幹事会）

23 国民健康保険総務
費（データヘルス
計画等策定経費）

平成30年度財調協議で国民健康保険制度改革を反映させた
際、法定内繰出金を標準算定としたところであるが、本経費
は法定内繰出金に該当するか区側の見解を伺う。
（第２回幹事会）

国民健康保険総務費（データヘルス計画等策定経費）につい
て、新規に算定する。なお、全固定での算定とし、標準区経
費は実施区平均により設定する。また、特別区の実態を踏ま
え6年計画とし、毎年6分の1ずつ算定する。
（第１回幹事会）

本計画策定経費が、法定内繰出金に該当するかどうかについ
ては確認できていない。
平成30年度財調協議の考え方は理解しているが、本経費は平
成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」においてデー
タヘルス計画策定が求められており、また、国が発行してい
る手引きでは、特定健康診査実施計画と一体で計画を策定す
ることが強く推奨されている。区側の調査では、全区で特定
健康診査実施計画と一体でデータヘルス計画を策定してお
り、両計画策定を併せて算定する必要があると考えるが、都
側の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

24 【投資】放課後児
童クラブ新設費

本事業は将来的かつ一時的な需要であり、またその実施規模
も未確定であることから、本来標準区経費に馴染まない経費
であると考える。一方で、放課後児童クラブの待機児童対策
の重要性は都としても理解しており、本提案について前向き
に検討したいと考えている。
まず、区側提案は3か年分の経費を対象としたものである
が、将来的な需要であり、実施規模が未確定である点を踏ま
え、今回の協議では令和7年度分のみを対象とすることと
し、令和8年度分以降については、次年度以降の財調協議で
改めて議論すべきと考える。
次に、増加が見込まれる定員数をもとに経費設定をしている
が、どのような方法で定員数を見込んでいるのかを伺う。
また、一人当たりの決算単価については、設定に用いた各区
の実績を確認すると、施設の確保に当たって、経費が発生し
ていない事例があるため、経費設定に当たってはこの点を考
慮すべきである。加えて、各区において過去に整備した施設
と令和7年度以降に整備を予定している施設における一人当
たり面積に乖離があるため、それらを考慮した経費設定を行
うべきである。
なお、整備予定施設の一人当たり面積には、各区でばらつき
が見られるため、精査が必要である。
（第２回幹事会）

放課後児童クラブ新設費について、3か年分の経費を一括し
て臨時的に算定する。なお、全比例での算定とし、標準区経
費は令和7年度から9年度までに増加が見込まれる定員数と令
和元年度から5年度までの決算により算出した一人当たりの
決算単価により設定する。
（第１回幹事会）

25 障害者就労支援事
業費

本事業のコーディネーターの配置人数については「区市町村
障害者就労支援事業実施要領」に基づき設定すべきと考え
る。また、同要領では障害者就労支援センター1施設当たり
として、配置人数が設定されているが、各区における施設は
概ね1施設となっていることから、測定単位の数値に連動し
ない全固定による算定とすべきと考える。
また、単価についても「区市町村障害者就労支援事業補助金
取扱要領」における最新単価を用いるべきと考える。
（第２回幹事会）

障害者就労支援事業費について、特別区の実態を踏まえ、算
定を充実する。なお、一部固定による算定とし、標準区経費
は回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

合理的かつ妥当な水準を設定するにあたっては、特別区の実
態を踏まえた算定にすべきとの考えに変わりはない。しかし
ながら、今回の協議では都区双方の見解を一致させることが
困難であるため、都側の意見を踏まえ、コーディネーター配
置数について、都の「区市町村障害者就労支援事業実施要
領」に基づいた配置とした。また、全固定による算定へと精
査し、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

26 介護人材確保等対
策事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
区によってばらつきが大きく、また、具体的な事業内容が精
査されておらず、標準区経費としての妥当性が判断できな
い。
（第２回幹事会）

介護人材確保等対策事業費について、算定を充実する。な
お、全比例での算定とし、標準区経費は1人当たり経費と人
口規模により設定する。
（第１回幹事会）

介護人材確保等対策事業費は、全区で実施しているところで
あるが、各区の経費や実施方法等にはばらつきがある。これ
らを踏まえて、標準区経費については、各区の決算額から、
1人当たり経費と人口規模により設定しているところであ
る。
（第３回幹事会）

27 指導検査事業費 区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
実施区平均による経費設定では妥当性に欠けると考える。ま
た、社会福祉法人に関する経費について、需用費を廃止し、
委託料で算定することとしているが、各区の実態を踏まえ、
引き続き需用費として算定することが適切と考える。
さらに、保育施設等に関する経費のうち、幼稚園を対象とし
た部分については、切り分けを行った上で、教育費で算定す
べきと考える。
（第２回幹事会）

社会福祉法人に対する会計検査等の指導検査に係る経費につ
いて、特別区の実態を踏まえ算定を充実するとともに、保育
施設等に対する会計検査等の指導検査に係る経費について新
規に算定する。なお、社会福祉法人分・保育施設等分とも
に、全固定での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数値
をもって設定すべきという考えに変わりはないものの、今回
の協議では都区の見解を一致させることが困難である。この
ため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、
事業未実施区を含めて設定するなど、経費を精査し、改めて
標準区経費を設定した。
なお、幼稚園を対象にした経費については、教育費の「その
他の教育費（人口）」において算定する。
（第３回幹事会）

28 子ども医療費助成
事業費

区側提案は、都補助の水準ではなく、特別区域におけるサー
ビス水準により算定すべきとの内容である。
この見直しについては、これまでも複数回にわたり、区側か
ら提案がされているが、都はこれまでの協議において、都の
補助基準が都全域における「合理的かつ妥当な水準」である
と見解を示してきたところである。
今回、区側から「少子化対策に向けた各自治体の取組は、よ
り一層拡充されていくもの」との発言があった。
都としても、少子化が急速に進行する中、全ての子どもの健
全な育ちと子育て世帯の経済的負担の軽減を進めるため、子
どもの医療費助成について、令和7年10月からの所得制限撤
廃を目指すこととした。
そのため、財調の標準区経費の設定においても、令和7年10
月分以降、所得制限を撤廃することで合意をしたいと考えて
いる。
（第１回幹事会）

本事業における医療費助成は、所得制限や自己負担金を設け
ずに23区全区で行っている。
一方、財調における子ども医療費助成事業費の算定は、市町
村部に対する都補助の水準に準拠しており、所得制限や一部
自己負担金が設定されていることから、現行の算定と大きく
乖離している。
所得制限や自己負担金の撤廃については、これまでも都区で
協議を重ねてきたが、都側から、都補助の水準が合理的かつ
妥当な水準であるなどといった見解が示され、協議不調と
なっている。
今回の見直しは、子ども医療費助成事業を取り巻く状況の変
化や現行の算定と乖離している状況を踏まえ、改めて所得制
限等の撤廃を提案する。
国が6月に公表した、「人口動態統計」によると、1人の女性
が一生のうちに産む子どもの数の指標である令和5年の「合
計特殊出生率」は全国で1.20と過去最低となったが、東京都
は都道府県別で最も低い0.99という状況にある。とりわけ、
区部では更に低く、全国の市区町村別にみた合計特殊出生率
の下位20自治体のなかに6区が入っており、今後、少子化対
策に向けた各自治体の取組は、より一層拡充されていくもの
と考える。
こうした状況の変化はもとより、特別区域を対象とした財調
制度であることを踏まえれば、本件については、都全域を対
象とした都補助の水準ではなく、特別区域におけるサービス
水準により算定すべきと考えるが、都側の見解を伺う。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

子ども医療費助成
事業費
（つづき）

前回の幹事会でも申し上げたが、本事業については、都の補
助基準が都全域における「合理的かつ妥当な水準」であると
考えている。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、都側から、都としても令和7年10月か
らの所得制限撤廃を目指し、財調の標準区経費の設定におい
ても、令和7年10月分以降、所得制限を撤廃することで合意
をしたいとの発言があった。
所得制限の撤廃について合意すること自体に異論はないが、
特別区域を対象とした財調制度であることを踏まえれば、都
が所得制限撤廃を目指すことを以て算定するのではなく、特
別区域におけるサービス水準であることを理由に算定すべき
ものであると考える。
繰り返しになるが、本事業における医療費助成は、従来から
23区全区で所得制限や自己負担金を設けずに行っている。ま
た、都としても所得制限撤廃を目指すことを既に表明してい
る。現時点において、所得制限を撤廃することが「合理的か
つ妥当な水準」であると、これまでの見解を改めたのであれ
ば、算定する期間は、令和7年10月以降分ではなく、令和7年
4月以降分を算定することが妥当と考える。
また、特別区域を対象とした財調制度であることを踏まえれ
ば、特別区域におけるサービス水準により、自己負担金撤廃
分についても同様に算定すべきと考える。
（第２回幹事会）

29 放課後児童クラブ
事業費

区側提案を確認したが、過大な経費が多数含まれていること
や、一部の項目において経費が適切に計上されていないこと
等、全般的に精査が不足しており、妥当性が判断できない。
また、放課後児童クラブに関連する経費については、今年度
の財調協議において、別事業としても提案がされており、一
部の経費が重複しているため、妥当ではない。
さらに、区側提案は報酬等を据え置きとしている一方で、直
営の施設数は減少傾向にあることを踏まえれば、報酬等につ
いても合わせて見直すべきと考えるが、区側の見解を伺う。
（第２回幹事会）

放課後児童クラブ事業費について、各区の実態を踏まえ算定
を充実する。なお、直営施設については、施設数及び施設面
積を踏まえ全比例により算定し、それ以外の施設について
は、回帰分析の結果を踏まえ一部固定により算定する。
（第１回幹事会）

30 利用者負担（保育
所等）

本事業については、過去、子ども・子育て支援法における施
設型給付費に係る利用者負担額の定めや、地方交付税におけ
る施設型給付費の積算方法を踏まえ、国基準が「合理的かつ
妥当な水準」であると見解を示している。
（第３回幹事会）

保育所及び認定こども園等の利用者負担の算定について、特
別区の実態を踏まえ、算定を充実する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

31 私立保育所施設型
給付費等

公定価格の見直しによる4歳以上児配置改善加算の創設に伴
い、私立保育所施設型給付費等について、特別区の実態を踏
まえ、算定を充実する。
（第１回幹事会）

32 生活困窮者自立支
援事業費

現行の標準区経費の設定方法について、対象となる補助金の
うち半数を超えるメニューのみを積算の対象としているが、
今回の提案において、全事業を積算に含める方法に変更して
いる。また、現行では前年度国庫内示額を用いた経費設定を
行っているが、前々年度補助実績額を用いて経費設定をする
方法に改めることとしている。
これらについて、現行の経費設定方法から変更する理由を伺
う。
（第１回幹事会）

生活困窮者自立支援事業費について、特別区の実態を踏ま
え、算定を充実・改善する。なお、全比例での算定とし、標
準区経費は「生活困窮者自立相談支援事業」及び「生活困窮
者就労準備支援事業」の補助実績に基づき、1人当たり経費
と人口規模により設定する。
（第１回幹事会）

現行の経費設定方法について妥当であると考えているが、区
の考えも理解できるものである。ただし、経費設定について
一部精査が必要であり、また、本件を合意した場合、社会福
祉費（地域社会福祉協議会育成費）の一部と経費の重複が発
生するため、当該経費は廃止すべきと考える。
（第２回幹事会）

本事業は区側提案により算入したものであるが、当時の考え
として、事業開始当初であり各区が今後どの様に事業を実施
していくか不明瞭な部分があったため、個別のメニューに着
目し、個々に普遍性を判断する形で経費設定を行い、提案を
行った。一方、事業開始から時間が経過し、「生活困窮者自
立支援」という事業目的のもと、各区がその必要に応じて、
個々の事業を実施している状況が定着している。それらの事
業は全て、「生活困窮者自立支援」という目的のために実施
しているものであることから、普遍性の判断として、個々の
事業に着目するのではなく、全体として判断することが妥当
であると整理したものである。
次に、内示額から実績額に変更した理由であるが、事業開始
当初は各区の事業拡大傾向を迅速に反映するため、内示額で
の経費設定には一定の合理性があったものと考えている。し
かし、内示額では、追加内示額が反映されていない場合や、
未執行経費が発生している場合等、実績との乖離が生じるこ
とがある。そのため、事業開始から一定の時間が経過してい
る、現時点においては、実績額で経費設定することが妥当で
あると考えるものである。
（第２回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。また、本件の合意に伴い、重複が生じる社会福祉費
（地域社会福祉協議会育成費）の一部経費について廃止する
ことに異論はない。
（第３回幹事会）

33 精神障害者退院後
支援事業費

調査結果のうち、精神保健福祉士を新規に雇用せず既存の人
員で対応している区が9区ある。また、特財として地域生活
支援事業費の補助を受けている区もあり、既算定事業との重
複を確認・解消すべきと考えるが区側の見解を伺う。
(第２回幹事会)

精神障害者退院後支援事業費について、新規に算定する。な
お、全比例での算定とし、標準区経費は標準的な事業モデル
により設定する。事業モデルについては、精神保健福祉士の
報酬及び人数により設定する。
（第１回幹事会）

各区への調査において、国が示す「地方公共団体による精神
障害者の退院後支援に関するガイドライン」を踏まえ、新た
に発生した経費に対象を限定しており、既算定事業との切り
分けを行った上で、経費全般を整理している。
（第３回幹事会）

34 予防接種助成事業
費（男性ＨＰＶ）

予防接種費の算定については、例外的な場合を除き、国が予
防接種法上の定期接種に位置付けたものを標準算定してい
る。
なお、令和6年度財調協議の「予防接種助成事業費（帯状疱
疹ワクチン）」において、都から「国において定期接種化が
検討されており、帯状疱疹ワクチンによる疾病負荷が一定程
度明らかとなっている点、定期接種化までの措置として都が
補助事業を実施している点を考慮すべきと都も一定程度理解
している」と発言し、任意接種の算定に関して、例外的に合
意した。そこで、男性ＨＰＶワクチンの状況を伺う。
（第２回幹事会）

予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ）について、新規に算定す
る。なお、全比例での設定とし、標準区経費は標準的な事業
モデルにより設定する。事業モデルについては、令和7年度
予算見込における、各ワクチンの単価、接種率及び接種者数
の平均等により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

男性ＨＰＶワクチンの予防接種における状況は理解した。経
費設定については、平成30年度財調協議において、都区で合
意した「新たな予防接種を算定する場合においては、当初は
想定接種率等で設定」という内容を準用して設定したもので
あり、合理的かつ妥当な水準であると考えられる。
なお、次年度以降については、「ＨＰＶワクチン男性接種補
助事業」の前々年度補助実績に連動して毎年度メンテナンス
を行うことが適当であり、定期接種化された際には経費全体
の見直しが必要と考えるが、この点について区側の見解を伺
う。
（第３回幹事会）

男性ＨＰＶワクチンの予防接種については、国において定期
接種化が検討されており、男性ＨＰＶワクチンによる疾病負
荷は一定程度明らかとなったものの、費用対効果の結果等に
関しては、引き続き科学的知見に基づいて検討が必要とされ
ている状況にある。一方で、都は令和6年4月1日から「ＨＰ
Ｖワクチン男性接種補助事業」を定期接種化までの措置とし
て実施している。
（第３回幹事会）

35 予防接種助成事業
費（小児インフル
エンザ）

令和5年度財調協議で法定接種化の予定を確認できなかった
ことから不調となっているが、状況に変化があったのか伺
う。
また、接種対象者を18歳以下に設定した理由を伺う。
（第２回幹事会）

予防接種助成事業費（小児インフルエンザ）について、新規
に算定する。なお、全比例での設定とし、標準区経費は標準
的な事業モデルにより設定する。事業モデルについては、令
和7年度予算見込における、単価、接種率及び接種者数の平
均等により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

区側の考えについて、理解した。
各区において、それぞれ独自の政策判断により、都の基準を
上回る事業を実施していること自体を否定するものではな
い。しかし、財調上の「あるべき需要」を判断する上では、
「合理的かつ妥当な水準」であることが必要である。当該事
業について言えば、都の補助基準が都全域における「合理的
かつ妥当な水準」であると考える。
（第３回幹事会）

現時点で、法定接種化の予定がないことに変わりはない。平
成24年度及び令和5年度財調協議時の都側の考え方は認識し
ているが、本事業は、今年度より都において子育て支援の観
点から「小児インフルエンザワクチン任意接種補助事業」が
実施されていることから、従前より助成していた区に加え、
今年度より新たに10区が助成を開始し、全区で実施してい
る。都知事が令和6年第2回定例会の所信表明でも「未来の担
い手を大切に育むチルドレンファーストの社会の実現、それ
は都政における最重点の課題」と述べており、本補助事業は
都が特に推進している子育て施策の一環であることから、都
の補助事業は今後も引き続き実施していくものであり、各区
の助成事業についても、同様に継続的に実施されるものと考
える。これらの点を踏まえると本事業は、普遍性及びあるべ
き需要の観点から財調上算定すべき事業である。
また、都補助基準で事業を実施しているのは4区のみのとこ
ろ、「生後6か月から18歳以下」が9区及び「生後6か月から
15歳以下」が10区であったため、こうした特別区の実態等を
踏まえ、18歳以下までの範囲をもって、標準区を設定した。
（第２回幹事会）

繰り返しになるが、都補助基準で事業を実施しているのは4
区のみであり、特別区の実態を踏まえると都補助基準により
標準区経費を設定すべきではないという考え方に変わりはな
い。しかし、今回の協議では都区の見解を一致させることが
困難であることから、本事業を算定するに当たっては、都側
の意見を踏まえ、都補助基準である12歳以下までを対象と
し、改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

36 予防接種費（新型
コロナウイルス）

令和6年度については国から「新型コロナ定期接種ワクチン
確保事業に対する助成事業」として、接種1回あたり8,300円
を助成するとしているが、区側提案における特定財源の設定
方法について伺う。
（第２回幹事会）

令和6年10月より定期予防接種を開始した新型コロナウイル
スワクチンに係る経費について、新規に算定する。なお、全
比例での算定とし、標準区経費については、接種率は特別区
の想定接種率により、単価は三者協単価により、それぞれ設
定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

国による「新型コロナ定期接種ワクチン確保事業に対する助
成事業」については、令和7年度以降の実施が示されていな
いが、現時点での新型コロナウイルスワクチンを取り巻く状
況を鑑み、国からの補助を加味した上で、標準区経費を設定
している。
（第３回幹事会）

37 予防接種費（五種
混合）

平成30年度財調協議における「予防接種費（接種率等）」に
おいて、「今後新たな予防接種を算定する場合においては、
当初は想定接種率等で設定し、1年度の実績が判明した段階
で見直し、3か年度の実績が判明した段階でさらに見直すこ
とを原則」とし、都区合意している。今回の区側提案は、都
区合意した見直し方法と異なる方法で、経費設定している
が、その理由について伺う。
（第２回幹事会）

令和6年4月より定期予防接種を開始した五種混合ワクチンに
係る経費の新規算定並びに四種混合ワクチン及びヒブワクチ
ンに係る経費の算定を改善する。なお、全比例での算定と
し、接種率等は平成25年度財調協議における四種混合ワクチ
ン新規算定時をもとに設定する。
（第１回幹事会）

令和6年4月より定期接種化された五種混合ワクチンについて
は、四種混合ワクチン及びヒブワクチンからの切り替えに係
る移行期であることから、どの程度ワクチンの置き換えが進
むか、各区において想定接種率を正確に見込むことが困難で
ある。また、平成25年度財調協議における四種混合ワクチン
と同様の移行状況と考えられるため、当時の三種混合ワクチ
ン及び急性灰白ずい炎から四種混合ワクチンへの各移行率等
を用いて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

38 乳幼児健康診査費
（3歳児視力屈折検
査）

屈折検査機器は、法定耐用年数に基づき8年と設定している
が、プリンターも同様に法定耐用年数を基に設定すべきと考
える。また、看護師の単価等について、他検査に従事してい
る職員が含まれているため、精査すべきと考える。
（第２回幹事会）

乳幼児健康診査費（3歳児視力屈折検査）について、新規に
算定する。なお、全比例での設定とし、標準区経費は標準的
な事業モデルにより設定する。事業モデルについては、検査
機器であるスポットビジョンスクリーナーの導入台数及び医
療職の配置人数により設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、プリンターについても法定耐用年数を
もとに5年とした。また、看護師について、視力屈折検査の
みに従事している職員をもとに単価等を見直し、改めて標準
区経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

39 心身障害者（児）
歯科診療事業費
（歯科診療委託）

本事業は、過去の財調協議において、都側から各区の偏在性
等にも着目すべきとして不調となっているが、偏在性等につ
いて、状況の変化があったのか伺う。
（第２回幹事会）

心身障害者（児）歯科診療事業費（歯科診療委託）につい
て、算定を充実する。なお、全比例での算定とし、標準区経
費は標準的な事業モデルにより設定する。事業モデルについ
ては、歯科診療所を半日開所としている算定を改定し、開所
時間数により設定する。
（第１回幹事会）

過去、都側から偏在性等の観点を指摘したところであるが、
本件は平成4年度の新規算定以降、見直しがなされておら
ず、見直しが必要とする区の主張は一定程度理解できる。
また、標準区経費についても、単に決算額から設定するので
はなく、単価や時間数ごとに分析した上で経費設定を行って
おり、設定方法については、概ね妥当なものと考える。
しかし、経費設定に当たって、23区総体で100％を超えるべ
きではなく、その点は精査すべきと考える。
（第３回幹事会）

本件は、平成4年度の新規算定以降、見直しがなされておら
ず、現行算定と区の実態とで乖離が発生しているものであ
る。
偏在性等の状況については、過去の財調協議時点と比較して
も大きな変化はない。しかし、現行算定では、特別区全体で
の充足率が不足している。
かつ、今後偏在性が解消するという見通しもないことから、
今回改めて提案したものである。
今回の提案に当たっては、都側の指摘も踏まえ、偏在性等の
観点から、態容補正での算定も検討したが、偏在性を補正す
るための指標が明確ではない点等を踏まえ、見送っている。
その上で、今回の経費設定については、単に決算で経費設定
するのではなく、各区の実績を踏まえたモデルにより、標準
区経費を設定したものである。
（第２回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、経費計上区の
数値をもって設定すべきという考えに変わりはないものの、
今回の協議では都区の見解を一致させることが困難である。
このため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏ま
え、経費突出区を除外する等、経費を精査し、改めて標準区
経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

40 環境施策推進費
（低炭素型社会推
進費）

都において、令和6年度から「区市町村との連携による環境
政策加速化事業」が実施されており、本補助事業を標準区経
費において設定する必要があると考えるが、区側の見解を伺
う。
（第２回幹事会）

低炭素型社会推進費における太陽光発電システム導入補助等
の各補助金の単価及び件数について、特別区の実態を踏まえ
算定を充実する。また、新規に蓄電システム及びＬＥＤ照明
に対する補助メニューを追加する。なお、全比例による算定
とし、標準区経費は、標準的な事業モデルにより設定する。
事業モデルについては、各補助メニューの補助単価と件数に
より設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、補助事業の対象と考えられる省エネ設
備導入補助の「遮熱性・断熱性塗装」及び「ＬＥＤ照明」に
ついて、特定財源を設定した。
（第３回幹事会）

41 予防接種費（子宮
頸がん）

区側提案は、接種率について、新規算定後1か年度の実績に
よる見直しであり、標準的な接種率等を設定したものである
と考えられることから、区側提案に沿って整理する。
（第２回幹事会）

予防接種費（子宮頸がん）について、特別区の実態を踏ま
え、算定を改善する。なお、接種率等は、令和5年度実績を
もとに設定する。
（第１回幹事会）

42 予防接種費（ロタ
ウイルス）

区側提案は、接種率について、新規算定後3か年度の実績に
よる見直しであり、標準的な接種率等を設定したものである
と考えられる。
なお、令和3年度財調協議において、「接種率を3か年度の実
績が判明した段階で見直す際に、事務費についても改めて見
直すこと」としているが、事務費の具体的な設定方法につい
て伺う。
（第２回幹事会）

予防接種費（ロタウイルス）について、特別区の実態を踏ま
え、算定を改善する。なお、接種率等は、令和3年度から5年
度実績をもとに設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

令和7年度財調協議では、3か年度実績による見直しである本
事業と、新規算定である「新型コロナウイルス」、「五種混
合」を同時に提案しており、新規算定時と3か年度実績での
見直し時で異なる手法で算定している事務費について、二つ
の見直しを同時に実施することは困難である。そこで、令和
7年度財調協議においては新規算定時の見直し方法である接
種対象者数の増加割合に応じて事務費を算出する方法で対象
の3ワクチンに係る事務費を設定した。
また、今後も実績等の実施状況を把握し、必要に応じた事務
費の見直しを行うこと自体に異論はないものの、少なくと
も、今後は定期接種の3か年度実績ごとに事務費全体を見直
すことについては必要ないと考えるが、都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

43 【単位費用】【態
容補正】環境事業
推進費（路上喫煙
等巡回指導委託）

標準区経費の設定方法については、令和5年度財調協議にお
ける「決算額のみに着目し、標準区経費を設定している区案
は妥当ではない」とした都の考えを踏まえたものであり、妥
当であると考える。
ただし、委託における時間単価については、各区の経費にば
らつきがあることから、精査する必要があると考える。
なお、算定の簡素合理化を進めている中、態容補正の新設
は、その必要性を十分に検証すべきと考えるが、新たな態容
補正が必要と考える理由を伺う。
（第２回幹事会）

環境事業推進費に係る路上喫煙等巡回指導委託経費につい
て、特別区の実態を踏まえ、算定を改善する。なお、標準区
経費は、標準的な事業モデルにより設定する。事業モデルに
ついては、巡回指導における人数、巡回時間及び時間単価等
により設定する。また昼間人口において高い相関があったこ
とから、昼間人口比率による態容補正を設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。
なお、態容補正の必要性については、オフィス街や繁華街等
を抱え、喫煙スペースが限られる等の理由により、昼間人口
比率が高い区において、路上喫煙対策経費が高くなっている
ことから、昼間人口比率による態容補正を設定する必要があ
ると考える。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

44 【態容補正】資源
回収事業費（委託
料）

令和6年度財調協議における区側提案は、標準区経費として
設定されていた容器包装プラスチックに係る経費を、製品プ
ラスチックに係る経費とあわせて、態容補正で実額による算
定とする提案であった。令和6年度財調協議では、「単に発
生した経費の実額をそのまま算定する区案は妥当ではな
い」、「標準区経費として設定されていた容器包装プラス
チックに係る経費を補正化するのであれば、容器包装プラス
チック以外の資源回収に係る経費も、標準区経費としての設
定が妥当であるのか検証が必要」との考えを示した。改め
て、今回の区側提案について、令和6年度財調協議の協議内
容を踏まえたものとなっているか伺う。
（第２回幹事会）

資源回収事業費のうち、製品プラスチックに係る資源化経費
について、各区の実態を踏まえ、態容補正により新規に算定
する。
（第１回幹事会）

今回の区側提案について、令和6年度財調協議の協議内容を
踏まえたものとなっていることは理解した。
しかし、区側提案は態容補正による算定額と決算額が乖離し
ており、精査が必要と考える。
（第３回幹事会）

本提案は、態容補正の算定額を実額ではなく、令和5年度に
おけるプラスチックの資源化委託経費及び資源量に基づいた
単価とプラスチックの資源化委託のうち製品プラスチックの
経費比率を設定し、各区の資源量の実績を乗算することで、
製品プラスチックの資源化委託経費を算定している。また、
態容補正による算定額は、製品プラスチックのみを対象とし
ていることから、令和6年度財調協議の内容を踏まえたもの
となっている。
（第３回幹事会）

45 最終処分委託料 埋立処分委託料は、令和5年4月にも改定が行われており、令
和6年度財調協議において、清掃費全体の見直しの中で埋立
処分委託料の改定も反映したところである。改めて、令和6
年4月に改定が行われた経緯について伺う。
（第２回幹事会）

最終処分委託料について、令和6年4月の埋立処分委託料の改
定を踏まえ、算定を改善する。なお、改定内容を踏まえ、一
部固定での算定とし、標準区経費は埋立処分委託料の新単価
と令和4年度埋立実績量により設定する。
（第１回幹事会）

令和5年度が改定年度に当たるが、新たな委託料改定につい
て協議がまとまらず、令和5年度分については暫定措置をと
ることとなった。その後、令和6年度以降の最終処分委託料
について、正式決定となったため、令和7年度財調以降にお
いて、改定内容を踏まえることが適切であるため改善を提案
した。
（第３回幹事会）

-35-



基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

46 労働総務費（高齢
者就労対策事業助
成金）

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定しているが、
各区の経費にばらつきがあることから、経費設定の方法につ
いて精査が必要と考える。
（第２回幹事会）

労働総務費（高齢者就労対策事業助成金）について、特別区
の実態を踏まえ、算定を充実する。なお、一部固定による算
定とし、標準区経費は決算の回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、回帰分析の対象区を精査し、改めて標
準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

47 地域公共交通会議
運営費

各区の決算を確認すると、経費が発生しない区が一部存在す
るが、その理由について伺う。
（第２回幹事会）

地域公共交通会議運営費について、新規に算定する。なお、
回帰分析の結果を踏まえ全固定での算定とし、標準区経費は
報酬単価、委員数及び会議回数の各区の平均に基づき設定す
る。
（第１回幹事会）

会議体を設置しているが、委員が謝礼の受け取りを辞退する
場合等から経費が発生しないことがあり、その結果、令和3
年度から5年度の決算において、経費が発生しない区が一部
生じている。
（第３回幹事会）

48 交通災害対策費
（自転車走行空間
整備事業費）

自転車走行空間整備事業については、多くの区が事業計画を
策定し実施しており、一定程度の普遍性を確認することがで
きた。
一方、標準区経費について、区側提案は、決算額のみに着目
し経費設定を行っている。本事業については新規整備を内容
とするものであるため、標準区経費の設定に当たっては、事
業完了年度や総事業規模等を踏まえた内容にすべきと考え
る。
（第２回幹事会）

自転車走行空間整備事業費について、新規に算定する。な
お、回帰分析の結果を踏まえ全比例での算定とし、標準区経
費は道路面積1㎡当たり経費と道路面積の規模により設定す
る。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都側の意見を踏まえ、各区の事業計画や実施状況を改めて確
認したところ、区の交通状況や道路状況等の違いから、目標
整備量や年度事業量及び進捗率にばらつきがあることが分
かった。
そのため、標準区経費による算定ではなく、行政の質量差等
を反映できる態容補正による算定を改めて提案する。なお、
態容補正による算定に当たっては、道路橋りょう費の態容補
正（Ⅰ）で加算される項目に加えるものとし、財調算定年度
における前年度実績の4分の3を算定する。また、各区の事業
計画の終了年度を踏まえ、令和13年度実績を算定基礎とする
令和14年度財調までの算定とする。
（第３回幹事会）

49 建築行政費 区側提案は、決算額をもとに標準区経費を設定しているが、
一部の経費については、区間のばらつきが大きいため精査が
必要と考える。
また、固定費割合については、現行の設定を踏襲している
が、特別区の実態を踏まえた経費全体の見直し提案であれ
ば、固定費割合の変更の必要性も検討すべきと考える。
（第２回幹事会）

建築行政費について、特別区の実態を踏まえ、報酬を除いた
経費全体及び特定財源を見直し、算定を改善する。なお、現
在算定されている事業費については、現行通りの固定費割合
で算定し、新たに設定する経費については全比例により算定
する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。なお、精査後の数値による回帰分析の結果を踏ま
え、事業費は、負担金補助及び交付金の一部を全固定で、そ
れ以外の経費を一部固定で算定し、特定財源は全比例による
算定とする。
（第３回幹事会）

-37-



基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

50 放置自転車等対策
事業費

区側提案は、決算額をもとに標準区経費を設定しているが、
一部の経費については、区間のばらつきが大きいため精査が
必要と考える。
（第２回幹事会）

放置自転車等対策事業費について、放置自転車撤去台数が減
少している実態を踏まえ、事業費全体及び特定財源を見直
し、算定を改善する。なお、一部固定による算定とし、標準
区経費は回帰分析により設定する。
本事業においては、近年、放置自転車の撤去に加え、放置禁
止区域内での指導を強化する等、放置自転車対策を充実させ
ていることから事業費が増加している。一方で、対策の充実
に伴い、放置自転車数が減少しており、放置自転車数と連動
する特定財源について、縮減の見直しを提案するものであ
る。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。なお、精査後の数値による回帰分析の結果を踏ま
え、事業費は全比例による算定とし、特定財源は一部固定に
よる算定とする。
（第３回幹事会）

51 【単位費用】【態
容補正】都市計画
事務費(都市整備調
査委託)

令和2年度財調協議において、「区で行っているまちづくり
事業を進めていくために要する調査関連経費は他で算定して
いるものを除き、都市整備調査委託や地区計画策定調査委託
で算定していること」を都区で確認したところであるが、今
回の区側提案にあたり、その認識に変更がないか伺う。
また、「都市計画決定から事業認可までの市街地再開発準備
組合への助成金等」の助成目的・内容について伺う。
（第２回幹事会）

都市計画事務のうち、都市整備調査委託に係る経費について
算定を充実し、都市計画決定から事業認可までの市街地再開
発準備組合への助成金等について、態容補正により新規に算
定する。なお、都市整備調査委託経費については、回帰分析
による結果を踏まえ全固定による算定とし、都市計画決定か
ら事業認可までの市街地再開発準備組合への助成金等につい
ては、前年度実績を加算する態容補正を設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

区側も、「区で行っているまちづくり事業を進めていくため
に要する調査関連経費は他で算定しているものを除き、都市
整備調査委託や地区計画策定調査委託で算定している」と、
都と同じ認識を持っていることが確認できた。
また、「都市計画決定から事業認可までの市街地再開発準備
組合への助成金等」の助成目的等については、「市街地再開
発に向けた現況調査や基本方針、資金計画作成等を準備組合
が円滑に実施するためのもの」と発言があったが、区が実施
するこれらの調査費や方針、計画策定経費等は、先ほど確認
した通り、都市計画事務費で捕捉されている経費である。
現行の標準区経費の積算根拠に、「助成金等」が含まれてい
ないのであれば、まずは、まちづくり事業を進めていくため
に要する調査関連経費に係る「助成金等」も含めて、標準区
経費を設定することができないか検討すべきと考える。
（第３回幹事会）

都側から、令和2年度財調協議における都区で確認した内容
について言及があったが、区側の認識に変更はない。
また、都市計画決定から事業認可までの市街地再開発準備組
合への助成金等の助成目的・内容については、市街地再開発
に向けた現況調査や基本方針、資金計画作成等を準備組合が
円滑に実施するためのものである。都市計画事務費の標準区
経費の設定に当たり、準備組合への助成金等が積算根拠に含
まれていないことから態容補正による算定を提案している。
（第３回幹事会）

都側の意見を踏まえ、市街地再開発準備組合への助成金等に
ついては、補助目的が標準算定されている事業を実施するた
めのものであることから、都市整備調査委託に含めて、標準
区経費を設定する。なお、数値の精査を行い、精査後の数値
による回帰分析の結果を踏まえ、一部固定による算定とす
る。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

52 【態容補正】自転
車駐車場維持管理
費

区側提案は、指定管理者制度を導入している駐輪場以外の決
算額をもとに経費設定しているが、一部の区では、指定管理
者制度の導入を積極的に進めている。事実、制度導入済の駐
輪場と未導入の駐輪場に係る全体面積を比較すると概ね同規
模となっているため、経費設定に当たっては、制度導入済の
駐輪場に係る決算額も加味する必要があると考える。併せ
て、決算額については、区間のばらつきが大きいため精査を
行うとともに、過去の協議結果も踏まえて経費設定すべきと
考える。
（第２回幹事会）

自転車駐車場維持管理費について、自転車乗入台数の減少を
踏まえ、事業費全体及び特定財源を見直し、態容補正の算定
を改善する。
なお、本提案は令和6年度財調協議で不調となった案件と同
趣旨のものである。その際、都側から近年のテレワーク実施
率の状況を踏まえると、単年度決算のみで経費を設定するこ
とは妥当ではないとの言及があった。
そこで、都が実施する「テレワーク実施率調査結果」を参考
に、近年のテレワーク実施率とそれに対応する年度の各区決
算額について改めて分析を行ったところ、強い相関は見られ
なかった。また、近年の各区の決算についても、大きな変化
はなく平準化されていることが確認できたため、今回、複数
年度の決算をもとに経費を設定した。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、指定管理者制度を導入している自転車
駐車場に係る経費を含め、改めて態容補正の算定内容を設定
した。また、工事請負費のうち大規模改修等に相当する1件
当たり1千万円以上の経費を除外する等の精査を行った上
で、平成25年度財調協議結果を踏まえ経費を設定した。
（第３回幹事会）

53 【小・中学校費】
学校運営費（学習
状況調査費）

令和4年度財調協議において、国が小学校6年生及び中学校3
年生を対象に実施する調査と区が独自に行う調査は同一の目
的であると判断しているところであるが、改めて国と区の調
査目的の違いを伺う。
（第２回幹事会）

学習状況調査費について、新規に算定する。なお、全比例で
の算定とし、標準区経費は回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

区側から国及び区の調査目的の違いについて示され、一定程
度異なることを確認した。一方で、両調査の出題される問題
は異なるが、学習状況調査であることは変わらず、その内容
は類似するものである。
本事業は、地方交付税措置がされておらず、また、前述のと
おり、内容が類似する国の調査が実施されている状況である
ことから、「あるべき需要」の判断に当たっては、他自治体
の実施状況を踏まえる必要があると考える。
（第３回幹事会）

国調査は小学校6年生及び中学校3年生のみを調査対象として
おり、義務教育の最終学年における学力等の状況を把握・分
析することによって、全国的な教育施策の成果と課題を分析
し、その改善を図るものである。一方で、提案している区調
査は小学校4年生から中学校3年生までを対象に、毎年調査を
実施するものである。これにより、国調査とは異なる目的で
ある「習熟度の経年比較を行い、児童生徒一人ひとりに応じ
たきめ細やかな指導につなげること」が可能となる。令和2
年度から開始となった新学習指導要領では、これまで以上に
「個別最適な学び」の充実が求められており、区調査の目的
はこうした現状にも即したものである。
加えて、教育基本法において地方公共団体は、国が策定する
教育施策とは別に、地域における教育の振興を図るため、そ
の実情に応じた教育施策を策定しなければならないとされて
いる。令和4年度財調協議において都側が国調査と同一目的
と主張した「教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図
る」という点についても、教育基本法の理念に照らせば、従
前から区側が主張しているとおり、国調査と同一目的の事業
ではないと考える。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

54 【小・中学校費】
学校職員費（区費
非常勤栄養職員）

食物アレルギーを有する児童・生徒の増加や、「学校給食に
おける食物アレルギー対応指針」などを踏まえた、学校給食
における安全・衛生管理の重要性については、都としても認
識している。
一方で、栄養教諭等については「公立義務教育諸学校の学級
編制及び教職員定数の標準に関する法律」により、学校にお
ける標準的な配置人数が設定されている。
具体的には、児童又は生徒数550人以上の学校に1人配置、
549人以下の学校は4校に1人配置となっている。
この点については、平成26年度財調協議や令和5年度財調協
議においても述べたところであるが、区側提案は同法を踏ま
えた提案となっているのか、区側の見解を伺う。
（第１回幹事会）

完全給食単独実施校について、栄養職員を含む栄養教諭等が
各校1名配置となるよう、区費で栄養職員を配置しているも
ので、特別区の実施状況を踏まえ、新規提案する。
統計によれば、令和5年度の食物アレルギーを有する児童・
生徒は区部で約2万人、1校当たり平均17人となっており、10
年前と比較して2倍に増加している。
平成24年に都内公立小学校で発生した食物アレルギーを有す
る児童の死亡事故を受け、文部科学省が平成27年に策定した
「学校給食における食物アレルギー対応指針」では、安全性
確保のため、原因食物の完全除去対応を原則とするとされた
ところである。
こうした中で、栄養教諭等については、食物アレルギーを有
する児童・生徒に対する除去食等のきめ細やかな対応が必要
であり、学校給食における安全・衛生管理の観点から、各校
1名配置が必要と考える。
普遍的な配置実態も踏まえ、各校1名配置となるよう区費で
配置している栄養職員を算定すべきと考えるが、都側の見解
を伺う。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【小・中学校費】
学校職員費（区費
非常勤栄養職員）
（つづき）

区側から質問のあった2点について、回答する。
まず、1点目について、都では、義務標準法を踏まえて定め
た「東京都公立小・中学校教職員定数配当方針」に基づき、
完全給食単独実施校に対し、栄養教諭等を2校に1人配当して
いる。
次に、2点目について、令和5年度財調協議でも述べたとお
り、栄養職員に係る経費については、特別区の実態ではな
く、義務標準法で定める人数が合理的かつ妥当な水準である
と考えている。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、都側から、区側提案は義務標準法を
踏まえた提案となっているのかとの発言があった。
義務標準法では栄養教諭等の数について、完全給食単独実施
校の場合、児童又は生徒数が550人以上の学校は1校に1人、
549人以下の学校は4校に1人として計算しているところであ
る。
義務標準法が定めているのは、義務教育水準の維持向上に資
することを目的とした「標準」であって、上限や義務ではな
いこと、また、都区財政調整制度が都と特別区の間にのみ適
用される制度であり、特別区の実態を踏まえるべきことか
ら、区側提案は特別区の普遍的な配置実態を踏まえた提案と
なっている。
そのことを踏まえ、2点質問する。
1点目として、義務標準法では各都道府県が「都道府県小中
学校等教職員定数」を定めるものとされているが、都はどの
ように栄養教諭等にかかる方針を定め、都費栄養教諭等を配
当しているのか伺う。
2点目として、第1回幹事会において、区側から「普遍的な配
置実態も踏まえ、各校1名配置となるよう区費で配置してい
る栄養職員を算定すべきと考えるが、都側の見解を伺う」と
都側の見解を求めたが、明確な回答をいただいていない。改
めて都側の見解を伺う。
（第２回幹事会）

55 【小・中学校費】
学校給食費保護者
負担軽減事業費

学校給食費の無償化は、子育て世帯の負担軽減の必要性を踏
まえ、令和6年度より「東京都公立学校給食費負担軽減事
業」を開始したところである。区側提案は当該都補助事業の
交付申請の考え方に沿った内容としているが、算定額が都補
助の水準を上回っており、経費設定の方法について精査する
必要がある。
（第２回幹事会）

学校給食費保護者負担軽減事業費について、新規に算定す
る。なお、全比例での算定とし、標準区経費は「東京都公立
学校給食費負担軽減事業」における交付申請等を踏まえ、1
食当たり保護者負担軽減額、対象児童数及び給食実施日数に
より設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、最新の変更交付決定額を用いる等、数
値を精査し、改めて標準区経費を設定した。
なお、算定額が都補助の水準を上回っていることについて
は、区側提案が都補助事業の交付申請の考え方に沿った内容
であったことを踏まえた指摘であり、他の事業に即座に当て
はまる指摘ではないと認識している。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

56 コミュニティス
クール運営費

区側提案は、平成30年度財調協議の結果を踏まえ、コミュニ
ティスクールのみの経費として提案がされているが、コミュ
ニティスクール以外の経費が一部含まれるなど、標準区経費
の精査が必要である。
なお、区側提案では、令和6年度財調協議において合意した
「地域学校協働活動推進事業費」と関連があるものとして、
本事業における測定単位を「地域学校協働活動推進事業費」
と同様の「児童生徒数」として提案がなされている。しか
し、学校運営協議会の設置場所は、基本的に学校単位となる
ことから、小学校費、中学校費ともに測定単位を学校数とす
ることが妥当であると考える。
（第２回幹事会）

コミュニティスクール運営費について、新規に算定する。コ
ミュニティスクールとは、「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律」に基づき、学校運営協議会を設置している学校
のことをいい、学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営
に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」への
転換を目指すものである。
なお、全比例での算定とし、標準区経費のうち報酬について
は、報酬単価、委員数及び年間実施回数の実施区平均により
設定し、需用費については、児童生徒数1人当たり経費と児
童生徒数の規模により設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、コミュニティスクール以外の運営費を
除外し、測定単位を小学校費、中学校費ともに学校数に修正
し、改めて標準区経費を設定した。
なお、学校単位で学校運営協議会を設置していることを踏ま
え、全比例による算定とする。
（第３回幹事会）

57 私立幼稚園要支援
児対応経費

私立幼稚園が実施する障害児の受け入れに対しては、既に私
学助成等による運営費補助がされている。区側提案は、要支
援児の受け入れに対する経費としているが、私学助成等によ
る運営費補助の趣旨と同様のものであり、各区が上乗せで補
助を行うことについては、各区がそれぞれの政策判断に基づ
き、自主的に行っているものと考える。
（第２回幹事会）

私立幼稚園要支援児対応経費について、新規に算定する。な
お、全比例での算定とし、標準区経費は回帰分析により設定
する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

私学助成の特別補助（特別支援教育経費）として実施されて
いる都補助事業については、園児1人当たりの単価が年額784
千円となっており、実際の要支援児受入れに必要な加配職員
人件費等の経費を満たすことができていない。
また、都補助事業は対象となる障害児の要件が厳しく、昨今
の要支援児教育に対する関心の高まりなどを背景とした現場
の実態に則していない。こうした中で、特別区では23区中18
区が私立幼稚園設置者に対する補助事業を実施しているとこ
ろである。
教育基本法において、地方公共団体は「障害のある者が、そ
の障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教育上
必要な支援を講じなければならない」とされている。特別な
支援が必要な幼児が、幼稚園において適切な教育が受けられ
ない事態を未然に防ぐとともに、特別支援教育の振興の観点
からも、私立幼稚園における要支援児受け入れに対する支援
は必要なものであると考える。
こうした現状を踏まえ、財調においても積極的に算定すべき
であると考えるが、都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

58 私立幼稚園等保護
者負担軽減事業費

本事業については、これまでも複数回にわたり区側から提案
がされているものである。
今回の区側提案についても、これまでの協議で述べてきたと
おり、「合理的かつ妥当な水準」である都事業の上乗せとし
て実施していることに変わりはないものであり、財調上の
「あるべき需要」ではないと考える。
（第２回幹事会）

私立幼稚園（新制度未移行園）等に通う園児の保護者におけ
る経済的な負担を軽減し、公・私立幼稚園間の負担格差の是
正を図るために実施している区単独の保育料補助及び入園料
補助について、新規に算定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

これまでの協議において、都は都事業が「都民が都内のどこ
に住んでいても、同水準の行政サービスを受けられるよう、
都が判断し、その責任をもって定めたもの」であると発言し
ている。東京都が令和6年4月に発行した「東京都の私学行
政」においても、幼児教育の無償化を「重要な少子化対策の
一つ」とし、「全ての世帯が都内平均保育料相当額まで支援
を受けられるよう、独自に補助を行っている」と記載されて
いる。
しかしながら、実際の都内平均保育料が制度開始からの5年
間で約5万円増加している一方で、都事業の補助額は制度開
始時から据え置かれている。
特別区では、都事業では不足している額を補完し、保護者負
担を軽減するために事業に取り組んでいるところであり、都
基準ではなく特別区域におけるサービス水準を基準財政需要
額に反映すべきと考える。
なお、私立幼稚園における初年度納付金の平均額について
は、市町部においても5年間で約4万円増加していることを申
し添える。
（第３回幹事会）

59 電子書籍サービス
事業費

本事業は、現行算定している図書館管理費と関連する事業と
考えられ、新規事業ではなく、図書館管理費の中で算定すべ
きと考えるが、区側の見解を伺う。
また、標準区経費の設定において、実施区のみの平均として
おり、合理的かつ妥当な水準とは言えないことから、精査が
必要である。
（第２回幹事会）

電子書籍サービス事業費について、新規に算定する。なお、
全固定での算定とし、標準区経費は実施区の平均により設定
する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数値
をもって行うべきという考えに変わりはないものの、今回の
協議では都区の見解を一致させることが困難である。このた
め、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、事
業未実施区を含めて積算する等、経費を精査し、図書館管理
費の中で改めて標準区経費を設定した。
なお、各区へ電子書籍サービス開始後の既存図書館における
紙書籍数の方針について確認したところ、回答のあった全区
が現状維持または増加方針であり、削減する方針の区は存在
しなかった。経費についても、本事業は非来館型のサービス
であり、来館型のサービスを前提とした現行算定の図書館管
理費とは異なる経費である。今後、本経費の見直しに際して
は、各区の紙書籍数の方針が変わらない限りにおいて、他の
図書館管理費と切り分けて検討すべき事業であると考える。
（第３回幹事会）

60 パラスポーツ推進
事業費

本事業について、各区の実施状況から、事業自体の普遍性は
確認ができたが、各区の決算額にばらつきがある。また、標
準区経費の設定において、実施区のみの平均としており、合
理的かつ妥当な水準とは言えないことから、精査が必要であ
る。
（第２回幹事会）

パラスポーツ推進事業費について、新規に算定する。なお、
全固定での算定とし、標準区経費は実施区の平均により設定
する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数値
をもって行うべきという考えに変わりはないものの、今回の
協議では都区の見解を一致させることが困難である。このた
め、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、数
値を精査し、都の「区市町村スポーツ実施促進事業費補助
金」におけるパラスポーツ推進事業の補助実績に基づき、改
めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

61 【小・中学校費】
学校運営費（教育
用コンピュータ整
備費）

本事業は、令和3年度財調協議において国の補助制度に基づ
く単価等により、標準区経費を設定している。区側提案は、
国のＧＩＧＡスクール構想第2期における制度改正を踏まえ
た暫定的な対応として、経費設定を新たな国補助上限額に更
新するものであり、妥当な単価であると考える。
なお、同制度改正に伴い、児童生徒に一人一台を配備する台
数に加え、予備機を15％以内とするという方針が示された。
この点について、方針は15％以内となっているが、最大値で
ある15％として経費設定をした理由を伺う。
（第２回幹事会）

児童・生徒一人一台の教育用コンピュータ整備費について、
算定を充実する。なお、国のＧＩＧＡスクール構想第2期に
おける制度改正を踏まえた暫定対応とし、標準区経費は改正
後の国補助上限を踏まえて設定する。
（第１回幹事会）

令和3年度財調協議でも発言した通り、区側は現行の端末単
価について、単に国補助単価上限額が設定されているという
ことだけを理由に、区の実態を踏まえない単価設定がされて
いると考えている。
その上で、ＧＩＧＡスクール構想第2期における都の共同調
達を踏まえた見直しまでの暫定対応としては、端末単価を新
たな国補助上限額に更新すると同時に、予備機分についても
国補助上限の15％に設定したところである。
なお、国の「次期ＩＣＴ環境整備方針の在り方ワーキンググ
ループ取りまとめ」では、「日常的な端末活用を行っている
地方公共団体における端末の故障率を踏まえた15％の予備機
を含め、端末整備・更新に係る経費に対する3分の2の国費支
援がされている。この際、上記整備・更新費用の地方負担分
3分の1について、令和6年度地方交付税措置が講じられてい
る。」とされている。
（第３回幹事会）

62 【小・中学校費】
学校運営費（自動
車借上等）

区側提案は、改定時期を踏まえ、令和6年度決算見込額を使
用し、標準区経費を設定しているが、決算見込額では妥当性
に欠けると考える。契約額で経費設定を行うなど、精査が必
要である。
また、23区総体の充足率が100％を超えるべきではないと考
えるため、標準区経費の精査が必要である。
（第２回幹事会）

学校運営費の自動車借上等に係る経費について、令和5年8月
に施行された国土交通省の貸切バス公示運賃改定を踏まえ、
算定を充実する。なお、全比例での算定とし、標準区経費は
回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

事業の性質に応じて、決算額のほか予算額や決算見込額も用
いて標準区経費を設定すべきという考えに変わりはないが、
都側の意見を踏まえ、改めて令和6年度契約額で経費を精査
し、標準区経費を設定した。
なお、貸切バスの公示運賃については、「2024年問題」への
対応等を踏まえ、国土交通省が令和7年秋頃に再度の見直し
を行うとしている。次回の公示運賃改定の影響が明らかに
なった段階で、改めて協議を行う必要があると考えるが、都
側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

63 【小・中学校費】
学校職員費（ス
クールカウンセ
ラー報酬）

本事業は、平成29年度財調協議においても区側より提案がな
され、協議不調となった事業であるが、前回の提案から変更
した点を伺う。
また、前回の協議でも述べたとおり、区立小・中学校のス
クールカウンセラーについては、都費負担により全校分の配
置をしていることから、都の配置を超える経費については、
各区が政策的な判断で行っているもので、基準財政需要額と
して算定すべきではないと考えているが、都費による配置状
況に変化があったのかを伺う。
（第２回幹事会）

小学校費の学校職員費のスクールカウンセラーに係る経費に
ついて、配置校数を全校とし、算定を充実するとともに、中
学校に係るスクールカウンセラーの配置経費を新規に算定す
る。なお、全比例での算定とし、報酬月額は実施区平均によ
り設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

平成29年度財調協議において、都は「配置状況に区間の乖離
があることから、区による独自配置は政策的な判断によるも
のである」と発言している。
区費スクールカウンセラーの配置状況については、平成29年
度財調協議時点では小学校が15区及び中学校が14区であった
ところ、今回提案ではそれぞれ18区及び19区に拡大してい
る。また、配置割合を増やした区も小学校で4区及び中学校
で2区存在することから、配置状況の区間の乖離は縮小して
いる。
加えて、平成29年の学校教育法施行規則の改正により、ス
クールカウンセラーについてはその職務が法律上においても
新たに規定されたところである。近年は全国的な不登校児
童・生徒の増加を受け、国も「誰一人取り残されない学びの
保障に向けた不登校対策（ＣＯＣＯＬＯプラン）」等を発出
したところであり、スクールカウンセラーの役割は以前にも
増して重要となっている。
その一方で、都費スクールカウンセラーの配置は1校につき
年間38日（週1日）であり、前回協議時点から変更されてい
ない。区では児童・生徒及び保護者が相談したくても、都費
スクールカウンセラーの予約が一杯で受けられない状況もあ
り、区費スクールカウンセラーが都費スクールカウンセラー
と連携して支援に当たっているのが実態である。
こうした現状を踏まえ、財調においても積極的に算定すべき
であると考えるが、都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

64 【中学校費】学校
職員費（部活動指
導員報酬）

区側提案は、部活動指導員を単独で見直す提案となっている
が、令和4年度財調協議において述べたとおり、業務内容が
類似している部活動講師の活用状況も確認する必要があると
考える。
なお、部活動指導員の経費設定に当たっては、都の補助事業
が実施されており、この都補助単価が合理的かつ妥当な水準
であると考える。
（第２回幹事会）

部活動指導員報酬に係る経費について、算定を充実する。な
お、全比例での算定とし、標準区経費は実施区平均により設
定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

部活動指導員と部活動講師は業務内容が類似するものの別の
職種であり、各区の実施状況に応じて任用している。令和4
年度財調協議では、部活動指導員報酬と部活動講師謝礼につ
いて提案を同時に行ったものの、後者のみ不調となっている
ことを踏まえると、必ずしも同時に見直しをしなければなら
ない事業ではないと考える。部活動指導の資質向上や教職員
の負担軽減等の観点から、部活動の地域連携を各区推進して
おり、その過程で部活動指導員も増加しているため、本件に
ついて充実の提案を行っている。
（第３回幹事会）

65 教育相談事業費
（いじめ・教育相
談員及び適応指導
教室指導員報酬）

いじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員については、不
登校児童・生徒数が増加している状況を踏まえ、見直しは妥
当と考える。
なお、標準区経費の設定方法については、実施区のみの平均
や回帰分析としており、合理的かつ妥当な水準とは言えない
ことから、精査が必要である。
（第２回幹事会）

教育相談事業費のいじめ・教育相談員及び適応指導教室指導
員に係る経費について、算定を充実する。なお、一部固定と
し、報酬月額は実施区平均により、人数は回帰分析により、
それぞれ設定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数値
をもって行うべきという考えに変わりはないものの、今回の
協議では都区の見解を一致させることが困難である。このた
め、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、事
業未実施区を含めて積算するなど、経費を精査し、改めて標
準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

66 音楽鑑賞教室 本事業は、昭和54年に財調算定されてから、長らく見直され
ていない事業であり、平成30年度財調協議において、区側か
ら見直し提案がなされたが、協議不調となった事業である。
そこで、平成30年度財調協議以降において、状況の変化が
あったかを伺う。
また、区側提案は、令和4年度及び令和5年度の決算平均を使
用し、標準区経費を設定しているが、実施区のみの平均とし
ていることや各区の実施状況にばらつきが見られ、精査が必
要と考える。
（第２回幹事会）

音楽鑑賞教室に係る経費について、算定を充実する。なお、
全固定での算定とし、標準区経費は音楽以外の芸術鑑賞も含
めた経費の実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

状況の変化について、令和3年度に東京都が策定した「東京
文化戦略2030」では、「子供や若年層を対象として、美術、
演劇、音楽などの良質な芸術文化に触れる機会を増やすため
の取組を積極的に推進」するとし、同アクションプランにお
いても子供の芸術文化に係る体験事業が盛り込まれたところ
である。また、文化庁の「令和5年度文化芸術による子供育
成推進事業に関する調査研究報告書」によれば、劇場での演
劇や音楽のコンサート等に「よく行く」又は「時々行く」と
回答した児童・生徒の割合は12.7％であり、「ほとんど行か
ない」又は「今までに一度も行ったことがない」との回答は
70.3％となっている。依然として児童・生徒が各種の鑑賞教
室において芸術に触れる機会は重要である。
合理的かつ妥当な水準の設定について、実施区の数値をもっ
て行うべきという考えに変わりはないものの、今回の協議で
は都区の見解を一致させることが困難である。このため、本
事業を算定するに当たっては都側の意見を踏まえ、事業未実
施区を含めて積算する等、経費を精査し、改めて標準区経費
を設定した。
なお、音楽以外の芸術鑑賞も含めて標準区経費を設定したこ
とから、事業名を「音楽鑑賞教室」から「芸術鑑賞教室」に
変更する。
（第３回幹事会）

67 放課後子ども教室
推進事業費

本事業について、区側から繰り返し提案がある事業ではある
が、過去の協議でも述べているとおり、都補助制度に沿った
算定が「合理的かつ妥当な水準」であると考える。
（第２回幹事会）

放課後子ども教室推進事業費について、特別区の実態を踏ま
え、業務委託による設定に見直すとともに算定を充実する。
なお、全比例での算定とし、標準区経費は回帰分析により設
定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

令和6年度財調協議でも述べたとおり、平成26年度財調協議
において、「本事業が国及び都補助事業であることを鑑み
て、算定対象人数、日数及び時間についても一定の基準が必
要であることから、今後も制度改正等を含め、都補助基準額
積算の考え方に則って適宜変更していくことが適当である」
として合意したものである。
都補助基準額積算は東京都全体の状況を踏まえて設定されて
いるものであり、都としては、この基準に沿った経費設定が
妥当であると考える。
（第３回幹事会）

都側から発言のあった都補助制度について伺う。
都は平成26年度財調協議において、「区の事業実態を踏まえ
た見直しを行うことは妥当である」とし、財調上の謝金単価
を都補助対象経費の設定単価に沿って整理すべきとした。こ
れは算定開始以来、国の積算基準に据え置かれていた財調算
定を、都補助制度の補助対象経費ベースに見直すものであ
り、区側は「特別区の実態とは依然として乖離がある」と指
摘しつつ、「これまでの算定方法から見直しを行い、補助基
準超過分の算定に踏み切るのは大きな前進」として合意した
経緯がある。
今般、前回の合意から10年が経過したところであるが、平成
26年度財調協議時点では39.5％だった充足率が、令和5年度
決算では11.9％となっていること等を踏まえると、区の事業
実態を踏まえた見直しを行うことが妥当である。
ついては、平成26年度財調協議時と同様に、現行は都の補助
基準額に据え置かれている財調算定を、都補助制度の補助対
象経費ベースの数値に見直すべきと考えるが、都側の見解を
伺う。
（第３回幹事会）

68 スポーツ推進計画
策定経費

区側提案は、計画策定期間を現行算定の10年計画から5年計
画へ見直すこととしているが、その理由について区側の見解
を伺う。
また、標準区経費の設定方法については、計画策定区のみの
決算平均を取っていることなどから、精査が必要であると考
える。さらに、策定委員会に要する経費について、各区の歳
出合計から割り返して報酬単価を設定しているが、各区の実
績を踏まえ設定すべきと考える。
（第２回幹事会）

スポーツ推進計画の策定に係る経費について、算定を充実す
る。なお、全固定での算定とし、標準区経費は計画策定区の
平均により設定する。また、各区の実態を踏まえ5年計画と
し、毎年5分の1ずつ算定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

スポーツ基本法第10条第1項において、地方公共団体は国の
スポーツ基本計画を参酌して、その地方の実情に即したス
ポーツの推進に関する計画を定めるよう努めるものとされて
いる。現行算定については平成31年度財調協議時点での特別
区の実態を踏まえ10年計画としたが、各区が参酌していた国
の第1期スポーツ基本計画についても10年間程度を見通した
計画とされていたところである。
その後の国の第2期及び第3期スポーツ基本計画は5年間の計
画とされており、特別区の実態としても前回協議時と比較し
て5年間の計画とする区が増加している状況にある。ついて
は、国の第3期スポーツ基本計画の計画期間を参酌し、区側
提案の計画期間についても5年と設定した。
また、合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区
の数値をもって行うべきという考えに変わりはないものの、
今回の協議では都区の見解を一致させることが困難である。
このため、本事業を算定するに当たっては都側の意見を踏ま
え、事業未実施区を含めて積算する等、経費を精査し、改め
て標準区経費を設定した。
なお、策定委員会に要する経費については精査の結果、報償
費で支出している区が多いことから、節を報酬から報償費に
改める。
（第３回幹事会）
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３その他関連する項目
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 都区連携経費 現在の東京には、少子高齢化や国際競争力の強化など、我
が国が先送りしてきた課題が社会の至るところで先鋭化し
ている。
こうした東京の都市課題を共有し、共に学び合う場とし
て、今年度はこれまでに2回、「都区連携の勉強会」を開催
し、各区長と都の副知事等とが議論を交わしたところであ
る。
都としても、課題解決のためには、都区の緊密な協働と連
携が不可欠であると認識している。
区側からは、「将来にわたって都と区で連携して取り組む
必要がある特別区の財政需要について、基準財政需要額に
算定するよう提案」する旨発言があった。
まずは、具体的にどのような経費を基準財政需要額として
算入することを想定しているのか、区側の見解を伺う。
（第１回幹事会）

特別区は、首都直下地震への備えなど、大都市特有の膨大
な行政需要を抱えており、取り組むべき課題が山積してい
る。
このような課題への取組には、非常に長い時間と多額の費
用を要することとなり、将来を見据え、中長期にわたり安
定的・継続的に取り組んでいく必要があり、課題解決のた
めには、都区の緊密な協働と連携が不可欠である。
このため、将来にわたって都と区で連携して取り組む必要
がある特別区の財政需要について、基準財政需要額に算定
するよう提案する。
具体的には、「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト」などを踏
まえた災害対応等経費、「少子化対策の推進に向けた論点
整理 2024」などを踏まえた少子化対策経費、「ゼロエミッ
ション東京戦略」などを踏まえた脱炭素関係経費を提案す
る。
今年度、2回にわたり、「防災」や「ⅮⅩ」をテーマとし
て、都区で連携していくための勉強会が開催されており、
様々な課題に対して、都区で連携して取り組む必要性につ
いては認識が一致しているものと考えているので、是非、
前向きな検討をよろしくお願いする。
（第１回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都区連携経費
（つづき）

1点目の「災害対応等経費」についてである。
区側発言のとおり、「在宅避難が可能な環境を整備するた
めの需要」、「避難所の環境整備や受援体制の強化のため
の需要」、「水害に備えた都市インフラの強靭化に向けた
整備のための需要」は、いずれも災害対策を強化する上で
必要な需要であることは認識している。しかし、「水害に
備えた都市インフラの強靭化に向けた整備のための需要」
については、既存算定との重複も懸念されることから、次
年度以降、改めて経費を精査の上、議論すべきものと考え
る。
「在宅避難が可能な環境を整備するための需要」、「避難
所の環境整備や受援体制の強化のための需要」は、標準区
経費の設定方法について精査すべき点があり妥当ではな
い。都の地域防災計画では、2030年度までの目標として
「自助の備えを講じている都民の割合100％」、「全ての避
難所における安全で質の高い生活環境の確保」を掲げてい
ることから、2030年度までに達成できるようモデル経費を
設定し、一部経費を除き、2030年度までの算定にすべきと
考える。その点を踏まえ、区側提案の対案として、都の修
正案を提示するので、ご確認いただきたい。
（つづきあり）

1点目は「災害対応等経費」についてである。
昨今の大規模な災害発生時において、避難所に多くの人が
殺到することや避難所にたどり着くまでの経路が非常に危
険な場合が多いことから、自宅で居住の継続ができる状況
であれば、あえて避難所に避難せず自宅にとどまるいわゆ
る「在宅避難」の重要性が再認識された。
こういった経過を踏まえ、在宅避難が可能な環境を整備す
るための特別区における需要を想定している。
また、能登半島地震において、自治体が開設する避難所運
営の重要性が再認識されたところであり、新型コロナウイ
ルスなどの感染症対策を踏まえ、避難所において新たに必
要となる備蓄物資を確保するための需要が発生している。
こういった現状を踏まえて、避難所の環境整備や受援体制
の強化のための特別区における需要を想定している。
さらに、激甚化・頻発化している集中豪雨において、道路
の冠水や土砂崩れ等により、交通インフラの機能が失わ
れ、日常生活に大きな影響を及ぼすなどの被害が発生して
いる。
それらの水害を未然に予防するため、水害に備えた都市イ
ンフラの強靭化に向けた整備のための特別区における需要
を想定している。
（つづきあり）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都区連携経費
（つづき）

2点目の「少子化対策経費」についてである。
区側から「地域の実情に応じた特別区における少子化対策
のための独自のこども・子育て政策に係る需要」との発言
があったが、これらの経費は、個別に区側提案がなされて
いるところであり、その中で議論すべきと考える。なお、
「地方交付税においては、地域の実情に応じてきめ細かに
独自のこども・子育て政策を実施できるように、普通交付
税として財源措置されているところ」との発言があった
が、仮に地方交付税と同水準を算入するのであれば、既存
経費との重複も懸念されるため、次年度以降、改めて経費
を精査の上、議論すべきものと考える。
3点目の「脱炭素関係経費」についてである。
区側から「ゼロカーボンシティの実現に向けた事業に係る
需要」との発言があったが、区側の主張する経費は、今回
の財調協議で提案している「投資的経費の見直し（建築工
事）」における「環境配慮対策費」が該当すると考えら
れ、今年度は当該経費の算入可否について議論すべきであ
る。
（第３回幹事会）

2点目は「少子化対策経費」についてである。
「少子化対策の推進に向けた論点整理 2024」によると、少
子化は、社会の存立基盤を揺るがす国家的な課題であり、
国・都・特別区・民間企業等がそれぞれの役割のもと連携
し、社会全体で取組を推進していく必要があることは、都
区において共通であると認識している。また、地方交付税
においては、地域の実情に応じてきめ細かに独自のこど
も・子育て政策を実施できるように、普通交付税として財
源措置されているところである。こういった国や都の動向
を踏まえて、地域の実情に応じた特別区における少子化対
策のための独自のこども・子育て政策に係る需要を想定し
ている。
3点目は「脱炭素関係経費」についてである。
「ゼロエミッション東京戦略」によると近年、巨大なハリ
ケーンや山火事が世界各地を襲う等、気候変動の影響は身
近な生活に及んでおり、世界全体が危機的状況になってい
る。日本も例外ではなく、豪雨による土砂災害などで甚大
な被害が発生していることから、「脱炭素化」に向けて、
国に先駆けた都市や企業の動きが活発化している。特別区
においても、気候変動を食い止めるため、省エネ・再エネ
の拡大策などあらゆる分野の取組を強化する必要性があ
る。
これらを踏まえて、温室効果ガスの「排出量」から、植
林・森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、排出量
の合計を実質的にゼロにする社会、いわゆるゼロカーボン
シティの実現に向けた事業に係る特別区における需要を想
定している。
「都としても、課題解決のためには、都区の緊密な協働と
連携が不可欠であると認識している。」との発言があった
ので、前向きな検討をお願いする。
（第３回幹事会）

2 勤勉手当支給に伴
う会計年度任用職
員経費の単価の見
直し

地方自治法の改正により、会計年度任用職員に対する勤勉
手当の支給が可能となった。今回の区側提案では、勤勉手
当の反映と併せて、今年度、区側で実施した調査に基づく
報酬単価の設定や、通勤手当の引き上げによる報酬月額の
見直しを行っているが、その理由について伺う。
（第２回幹事会）

地方自治法の改正により、令和6年度から会計年度任用職員
に対して、勤勉手当を支給することが可能となったことか
ら、報酬額に勤勉手当を反映させるとともに、勤勉手当等
の基礎となる報酬月額について、特別区の実態を踏まえ見
直しを行い、算定を改善する。
（第１回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

現在、財調算定されている報酬経費については、事業ごと
に、交付税の算入基準や都施策の基準、特別区における事
業の実施状況などを含め、都区で協議した結果、設定した
単価・規模である。単価は、需要額を構成する一つの要素
に過ぎず、本来は、規模等を含め、需要額の全体を見た上
で見直すことが妥当であると考える。
しかし、区側発言のとおり、一部の職種においては最低賃
金を下回る状況であり、都としても単価を是正する必要が
あることは理解する。
なお、今回の区の調査結果を確認すると、各区の職種別の
報酬額にばらつきがあり、当該調査結果をもとに設定した
報酬単価は合理的かつ妥当な水準とは言えないと考える。
このため、最低賃金を上回るよう、現行単価のもととなっ
た都単価等を最新の数値に置き換える形で見直すことが妥
当と考える。
なお、通勤手当については、正規職員との権衡を考慮し、
財調上の正規職員の通勤手当額を参考に設定することにつ
いては理解した。
（第３回幹事会）

報酬単価の見直しについては、現行の財調単価と特別区の
実態が乖離しており、一部の職種においては最低賃金を下
回る状況となっていることから見直しを提案しているもの
である。報酬単価の設定に当たっては、区の実態を適切に
反映するため、総務省が令和5年度に実施した「会計年度任
用職員制度の施行状況等に関する調査」における各区の職
種別の報酬額の回答を、令和6年度の状況に更新することで
設定した。また、同調査における都の単価と比較し、報酬
額に大きな乖離がないことを確認している。
このように、今回の提案単価は、国が公表している調査結
果の時点更新に基づき設定していること、都の単価との比
較結果を踏まえて設定していることから、合理的かつ妥当
な水準と考えている。
また、通勤手当については、費用弁償的性格を踏まえた適
切な支給が求められているため、報酬単価から切り離して
設定し、金額については、正規職員との権衡を考慮し、財
調上の正規職員の通勤手当額を参考に設定した。
（第３回幹事会）

3 定年引上げに伴う
標準給の見直し

定年の段階的引上げの実施に伴い、60歳を超えて定年まで
任用される職員が発生しており、反映が必要なことは、都
側としても認識しているが、具体的にどのように財調に反
映させるのか伺う。
（第２回幹事会）

「国家公務員法等の一部を改正する法律」の施行による定
年の段階的引上げの実施に伴い、60歳に達した職員の給与
水準が新たに設定されたため、標準給に定年引上げによる
影響を反映し、算定を改善する。
（第１回幹事会）

標準給については、部長級、課長級、係長級、主任、係
員、技能系及びフルタイム再任用の7区分の職層別に標準給
を設定し、職層別の職員構成比を乗じた累計により、統合
標準給として設定している。
定年の引上げに伴い、基本給を従前の7割とする職員が発生
することとなり、現行の職層区分では捕捉できないことか
ら、新たな区分を新設し、標準給と構成比を設定すること
で、統合標準給にその影響を反映するものである。
（第３回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

4 【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）

投資的経費については、平成25年度財調協議で全体的な見
直しを行って以来、大きな見直しを行えていないため、都
側としても、現下の社会・経済状況や各区の実態等を踏ま
えた見直しの必要性を認識している。
令和5年度財調協議において、投資的経費の見直しに関する
区側提案がなされたが、標準事業規模や単価設定の方法等
について、検証が不足しているという課題を都から提示
し、全体的な見直しは不調となっている。
今回の区側提案は、令和5年度財調協議の結果等を踏まえ、
需要費全体を検証した上で、取りまとめたものとのことで
ある。
そこでまず、区側提案における改築単価の設定方法につい
て、都の見解を申し上げる。
区側は、改築単価について、「標準建物予算単価」を用い
た現行モデルと比較し、各区の決算を基礎とした単価に見
直すこととしているが、3つの理由から妥当ではないと考え
ている。
まず、単価設定に用いている各区工事実績の決算額につい
て、1㎡当たりの単価を確認すると、一例ではあるが、公衆
便所の外構工事費は4万円から1,123万円と、約281倍もの開
きがある。本事例以外についても、工事ごとの決算額にば
らつきがあるため、これらの単価差の検証および精査がさ
れていないデータを基にした区案は妥当ではない。
次に、区案は決算を基礎とした単価に、今後見込まれる需
要として、週休2日対応費などの補正を乗じることとしてい
る。各区では既に週休2日に対応した工事を実施しており、
決算額もそれを踏まえた金額となっているため、決算額と
補正で内容が重複している。
（つづきあり）

投資的経費の建築工事単価については、東日本大震災後の
工事費の高騰等が反映できていないことから、依然として
特別区の実態とは大きな乖離が生じており、見直しが急務
となっている。
今年度の区側提案は、過去の協議における都側の意見や、
令和5年度財調協議の結果を踏まえ、単価の比較のみに留ま
らず、標準事業規模や年度事業量等を含めた、需要費の全
体を検証した上で、取りまとめたものである。
第一に、標準事業規模については、令和5年度財調協議に
て、令和3年度末時点の各区の実態に対し、令和4年度算定
事業規模の充足率は100.4％となっていることから、充足し
ているとして提案を見送った。今回、改めて費目ごと・施
設ごとに検証した結果、概ね充足していることが確認でき
た。個別に検証しても大幅な乖離は見られないことから、
今回も提案を見送るものとしている。
第二に、年度事業量のうち、学校の校舎については、各区
の長寿命化計画の方針等を踏まえ、現行の47年から80年に
見直すとともに、長寿命化改修工事に係る経費の新規算定
を提案する。
また、改修の回数については、20年目に1回目の大規模改
修、40年目に長寿命化改修、60年目に2回目の大規模改修を
行うものとして標準区モデルを設定している。
なお、その他の施設については、各区の長寿命化計画の方
針等にばらつきがあること、国から示されている客観的な
モデルがないこと、前回の協議時から大きな状況の変化が
見られないこと等から、今後の状況を踏まえて再度検討す
るものとして、現行の年度事業量の設定を据え置く。
（つづきあり）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）
（つづき）

最後に、区案では単価設定に、各区の実態である決算額を
用いることとしている一方、年度事業量は実態ではなく、
長寿命化を導入するとしている学校校舎を除き、現行の設
定である「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」等に
よる数値で据え置くこととしている。
この点について、決算額を用いるのであれば、各施設の実
際の供用年数も考慮すべきと考える。事実、区の調査結果
を確認すると、省令の耐用年数を超えて供用している施設
が多数存在しており、それらを踏まえた単価設定としなけ
れば、過大な算定に成りかねない。
以上より、各区の決算を基礎とした単価設定は妥当ではな
く、客観的な指標である「標準建物予算単価」を用いた現
行モデルを改良する形で見直すべきと考えるが、区側の見
解を伺う。
（第１回幹事会）

第三に、算定上の単価のうち、改築単価については、特別
区の実態を踏まえ、各区の決算を基礎とした単価に見直す
こととする。令和5年度財調協議にて、都側から、「改築単
価の設定方法を見直すのであれば、まずは平成25年度の見
直しにおいて都区で合意した設定方法とは異なり、区の決
算単価を用いることが妥当であることを検証する必要があ
ると考える」との発言があった。それを受け、現行算定の
ベースとなっている「平成25年度用東京都標準建物予算単
価」における単価を、令和7年度用のものに更新し、現行モ
デルの検証を行ったところ、校舎における1㎡当たりの単価
について、決算単価と現行モデル単価の間に10万円以上の
乖離が生じていることから、改めて各区の決算を基礎とし
た単価に見直すことを提案する。さらに、今後見込まれる
需要として、資材価格等の急激な高騰を見込んだ補正であ
る特別補正費、週休2日対応費、ＺＥＢ（ゼブ）化費用を掛
け合わせた21.1%を決算単価に上乗せして提案する。また、
改修単価については、学校の校舎は、文科省のモデル等を
踏まえ、長寿命化改修単価を改築単価に0.6を乗じた額、大
規模改修単価を改築単価に0.25を乗じた額とすること、ま
た、その他の施設は、現行の工種ごとに積算する方法を継
続しつつ、近年の工事単価の伸びを反映するため、平成26
年度から令和6年度までの東京都標準建物予算単価上昇率を
乗じた額とすることを提案する。併せて、改築及び改修単
価については、今後、継続して特別区の実態を反映するた
め、東京都標準建物予算単価の上昇率に基づき改定される
よう、物騰率の算出方法を改めることを提案する。
施設の老朽化対策は特別区の喫緊の課題であり、首都直下
地震等をはじめとした災害に備えるためにも、本経費の適
切な算定は重要であると考えているので、是非、前向きな
検討をお願いする。
（第１回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）
（つづき）

区側から、「現行モデルの改良についても並行して検討し
ていくことに異論はない」との発言があった。
都としては、今回区側が示した「標準建物予算単価」を用
いた単価モデルの検証結果をもとに、これを改良して見直
すべきとの観点から、次回見解を示す。
また、今回述べた単価以外に関する区側提案の内容につい
ては、令和5年度財調協議で提起した課題に対し、一定の検
証がなされたものと認識をしているが、十分な水準には
至っていないと考えている。この点についても、次回以
降、都側の考え方を示す。
（第１回幹事会）

都側から、現行モデルを改良する形で議論することについ
て提案があった。
繰り返しになるが、区側としては、特別区の実態を表して
いるのが、各区の工事実績における決算単価と考えてい
る。このため、改築単価については、各区の決算を基礎と
した単価による見直しが、妥当な設定であると考えてい
る。
また、経費のばらつきについて発言があったが、経費が計
上されている以上、金額の多寡に関わらず、財調に反映す
べき特別区の実態であり、積算の基礎とするのは当然と考
えている。
一方、現行の建築工事単価は特別区の実態と大幅な乖離が
生じており、見直しが急務となっている。
都区双方で見直しの必要性を認識しており、議論を円滑に
進める観点から、次回以降、現行モデルの改良についても
並行して検討していくことに異論はない。
（第１回幹事会）

前回の幹事会において申し上げたとおり、区側提案の内容
に対する都側の見解を論点メモとして取りまとめた。
なお、単価については、現行の単価モデルを改良して見直
すべきとの観点から記載をしている。
内容を確認の上、区側の見解をお示し願いたい。
（第２回幹事会）

都側から、「単価については、現行の単価モデルを改良し
て見直すべきとの観点から記載をしている」との発言が
あった。
都区財政調整制度が都と特別区の間にのみ適用される制度
であることから、特別区の実態を踏まえるべきという考え
に変更はない。
一方、区側における現行モデルの検証は、単価を平成25年
度財調協議時のものから、最新のものに置き換えたものと
なっている。それ以外の要素については、変更していない
ことから、前回見直し時からの状況の変化等により、現行
モデルに追加できる要素等も併せて検証する余地があると
考える。
このことから、「現行モデルを改良して見直すべき」との
都側の主張も一定程度理解ができるものと考えている。現
行モデルの改良についての考え方や、都側から提示された
論点メモについては、次回、区側の見解を示す。
（第２回幹事会）

-61-



３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

5 労務単価上昇への
対応経費

現在財調算定されている委託料については、公共工事設計
労務単価が直接影響するものだけでなく、窓口委託や業務
補助委託、システム保守等、様々な経費が含まれている。
そのため、委託料については、特定の経費を除き、特別区
人事委員会勧告で示される公民較差率等を参考に物騰率を
設定しており、民間給与の実態を加味した適切な額が、毎
年、財調算定されていると認識している。
事実、今回の提案で区が示した「厚生労働省毎月勤労統計
調査（調査産業計の給与）」の指数と、委託料にかかる財
調上の物騰率の指数を比較しても、大きな差はない。
また、区側提案は、現在財調算定されている委託料全額に
対し、労務単価上昇を踏まえた加算を行うのみで、労務単
価上昇が与える財調上の影響について、詳細に分析できて
おらず、現時点で見直しの必要性を判断することはできな
い。
（第２回幹事会）

「厚生労働省毎月勤労統計調査」によると、近年、労務単
価の上昇が見られ、特別区の行財政運営にも影響を与えて
いる。
そのため、都区財政調整においても、一定の対策を講じる
必要があることから、委託料について、通常の物騰率の適
用に加え、労務単価の上昇を踏まえた一定の加算を行うこ
とを求める。
具体的には、「厚生労働省毎月勤労統計調査（調査産業計
の給与）」と通常の物騰率における指数の差を臨時的に加
算する。
（第１回幹事会）

都側から、「現時点で見直しの必要性を判断することはで
きない」と発言があった。
実態として、近年の労務単価の上昇は、特別区の行財政運
営にも影響を与えている。財調上の経費においても、次年
度以降、様々な視点から、より合理的な算定手法等につい
て検証し、見直しに向けて検討していきたいと考えるが、
都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

6 特別交付金 特別交付金の割合については、平成19年の都区協議会にお
いて、条例の本則を2％から5％に変更する改正条例文案を
提示して都区で合意し、改正したものである。
各区においては、その地理的、社会的、経済的諸条件によ
る様々な行政課題に対応するために、その時々の状況に応
じて独自性を発揮した多種多様な事業に取り組んでおり、
こうした各区の特別な財政需要を受け止めるものが特別交
付金である。
近年の特別交付金の申請状況を見ても、区ごとに異なる財
政需要が、5％を大きく超える規模で毎年申請されている。
次に、「算定の透明性・公平性の向上」についての発言が
あった。
特別交付金の算定ルールについては、都側で一方的に策定
したものではなく、都区で議論を積み重ね合意したもので
あり、透明性・公平性の確保の観点からも、問題はないと
考えている。なお、都区双方が改正する必要があると判断
した場合は、財調協議により、都区合意の上で、算定ルー
ルの改正を行うものと認識している。
また、区側から示された、「算定項目『Ｃ－イ』に係る精
算基準の見直し」については、次回、都側の見解を述べさ
せていただく。
（第１回幹事会）

1点目は、「特別交付金の割合の引き下げ」についてであ
る。
現行割合の5％については、平成19年度財調協議において、
配分割合を55％とすることと合わせて、特別交付金の割合
を2％から5％に変更する案が都から突然示され、都側が配
分割合変更とセットであるとして譲らなかったため、止む
を得ず暫定的に受け入れたものである。法人住民税の一部
国税化やふるさと納税制度等の不合理な税制改正による減
収に加え、長引く物価高騰の影響も重なり、特別区の財政
は先行きが依然として不透明な状況である。このことを踏
まえ、各区が安定的な財政運営を行うためにも、可能な限
り、算定内容が客観的かつ明確に規定されている普通交付
金による対応を図るべく、割合を2％に引き下げることを求
める。
2点目は、「算定の透明性・公平性の向上」についてであ
る。
第1回財調協議会でも触れたが、特別交付金は、これまで財
調協議により、都区で合意したルールに基づいて運用され
てきたものと認識している。そのため、改正する必要があ
ると判断した場合は、財調協議により、都区で合意の上、
改正が行われるという認識だが、都側の見解を伺う。
（つづきあり）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

特別交付金
（つづき）

次に、算定項目「Ｃ－イ」に係る精算基準の見直しについ
てである。論点メモをご覧いただきたい。
算定項目「Ｃ－イ 普通交付金算定対象外施設に係る老朽
化への緊急対応」の算出方法は、財調単価による算定もし
くは実績額による算定のいずれか少ない額となっている。
このうち、複数年度にわたる事業で分割交付を受けている
ものは、実績額による算定の場合にのみ精算されることと
なっており、財調単価による算定の場合には、実施されて
いない。昨今、各区において、建築資材の高騰等に伴い当
初より工事費が増加する案件が発生していることから、工
事費増に係る部分について、実績額による算定と同様に財
調単価による算定の場合でも対応していく必要があると考
える。そこで、事業終了年度に財調単価による算定が実績
額による算定を下回る場合で、実績額が増加し、かつ事業
終了年度の財調単価が申請年度から増加したときは、事業
終了年度の財調単価に整備面積を乗じた額と既に交付した
額との差分で精算するよう、算定ルールの見直しを提案す
る。なお、本件は早急に対応する必要があることから、都
区で合意がなされた際は、今年度から適用することを求め
る。
（第１回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

特別交付金
（つづき）

1点目について、前回の幹事会でも申し上げたが、各区にお
いては、その地理的、社会的、経済的諸条件による様々な
行政課題に対応するために、その時々の状況に応じて独自
性を発揮した多種多様な事業に取り組んでおり、こうした
各区の特別な財政需要を受け止めるものが特別交付金であ
る。
近年の特別交付金の申請状況を見ても、区ごとに異なる財
政需要が、5％を大きく超える規模で毎年申請されている。
2点目について、特別交付金の算定対象となる経費は、都と
区で合意した算定ルールで、「当該年度に発生した特別の
財政需要等」と定められており、都は算定ルールに則って
適切に算定している。
最後に、「算定項目『Ｃ－イ』に係る精算基準の見直し」
に関する区側提案について、都側の見解を申し上げる。
財調単価を用いて分割交付を行う場合、算定ルールでは、
各年度の交付額の算定に際し、申請初年度の財調単価を用
いることとなっている。
区側提案は、事業終了年度の財調単価をもとに精算するも
のだが、精算するならば、都としては、申請初年度から事
業終了年度までの財調単価の平均をもとに精算するという
考えである。
精算するならば、財調単価が下降する局面においても同様
に精算すべきと考えるが、区側の見解を伺う。
なお、区側は、本件について「算定の透明性・公平性の向
上」の論点の中で発言をしているが、前回の幹事会で申し
上げたとおり、特別交付金の算定ルールについては、透明
性・公平性の観点からも問題はないと考えており、都側は
算定の改善という観点から議論している。
（第２回幹事会）

1点目は、「特別交付金の割合の引き下げ」についてであ
る。
第1回幹事会の都側提案事項説明の中にもあったが、今後の
景気動向の不透明性を踏まえると、現時点では、特別区の
財政環境の先行きを見通すことは困難な状況であり、各区
が安定的な財政運営を行うためにも、可能な限り、算定内
容が客観的かつ明確に規定されている普通交付金による対
応を図るべく、割合を2％に引き下げるべきと考える。
2点目は、「算定の透明性・公平性の向上」についてであ
る。
令和3年度財調協議より、特別交付金の算定除外経費は、
「各種システムの維持管理経費、会議用の食糧費」のみと
認識しているが、区側で実施したアンケート調査におい
て、「ランニング経費」を理由に算定除外することは、い
つ都区で合意したものかという意見が上がってきた。
また、第1回幹事会において、都側より、「都区双方が改正
する必要があると判断した場合は、財調協議により、都区
合意の上で、算定ルールの改正を行うものと認識してい
る。」との発言があった。
そこで、「ランニング経費」を除外することについて、い
つ都区で合意したものか、都側の見解を伺う。
最後に、第1回幹事会において、都側より、「「算定項目
『Ｃ－イ』に係る精算基準の見直し」については、次回、
都側の見解を述べる。」と発言があったので、改めて区側
提案に対する見解を伺う。
（第２回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

7 都市計画交付金 第1回財調協議会でも申し上げたが、都としても、特別区に
おける都市計画事業の円滑な実施は重要であると考えてい
る。
そのため、都はこれまでも、各区に現状や課題などを伺い
ながら、対象事業を順次拡大するなど、様々な見直しを図
るとともに、予算の増額にも取り組んできた。
今後も引き続き、各区における都市計画事業の実施状況な
どを勘案しつつ、適切に対応していく。
（第１回幹事会）

都市計画交付金は、本来基礎自治体が行う都市計画事業の
財源である都市計画税が特別区の区域においては都税とさ
れている中で、特別区が行う都市計画事業の財源として活
用できるよう、設けられているものである。
近年、都市計画税は、増収傾向にあり、平成29年度から令
和5年度にかけて約482億円の増収となっているにもかかわ
らず、都市計画交付金予算額は、200億円に据え置かれ、都
市計画税に対する比率は、令和5年度は7.2％となってお
り、年々低下し続けている。
さらに、交付率に上限があることから、事業の一部にしか
充当できない状況にある。
今後も市街地再開発事業の進展を始めとする、特別区の都
市計画事業の増加に伴い、現在の交付金総額200億円では、
更なる特別区の一般財源負担と財調財源への圧迫が見込ま
れる。
区側としては、都市計画税本来の趣旨を踏まえ、都区の都
市計画事業の実施割合に見合うよう、交付金総額を拡大す
ること、全都市計画事業を交付対象化すること、交付率の
上限撤廃及び都市計画公園整備事業に係る単価の算定方法
を改善することを提案する。
また、都市計画事業の都区の実施実態について、従前から
必要な情報の提示を求めているが、応じていただけていな
い。都区の都市計画事業の実施割合に見合った交付金総額
について、都区で協議を行うにあたっては、都区が行って
いる都市計画事業の実施実態や都市計画税の充当状況を検
証することが不可欠である。
平成19年度財調協議までは、財調協議の場を中心に、交付
金の対象事業の見直し等について整理してきた経緯がある
が、それ以降の財調協議においては、都側から財調協議の
中で直接議論するものとは考えていない等という見解が示
され、実質的な議論ができていない。
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るためには、都区双
方が協力し、円滑に都市計画事業を執行することが必要で
ある。都市計画交付金について、積極的に議論を重ね課題
解決に臨みたいと考えるため、是非とも前向きに協議に応
じていただくよう、お願いする。
（第１回幹事会）
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３その他関連する項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都市計画交付金
（つづき）

ただいま区側から発言のあった2点について、あわせて都の
考え方をお示しする。
前回の幹事会での発言と繰り返しになる部分もあるが、都
はこれまでも、各区に現状や課題などを伺いながら、対象
事業を順次拡大するなど、様々な見直しを図るとともに、
予算の増額にも取り組んできた。また、交付率について
は、弾力的な運用を行っている。
都としても、特別区における都市計画事業の円滑な実施は
重要であると考えており、今後も引き続き、各区における
都市計画事業の実施状況などを勘案しつつ、適切に対応し
ていく。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、都側から「今後も引き続き、各区に
おける都市計画事業の実施状況などを勘案しつつ、適切に
対応していく。」と発言があった。
区側から「都市計画交付金の規模の拡大と交付率の撤廃・
改善」について求めたが、この点について、具体的な対応
についてご教示願う。
また、区側としては、「各区における都市計画事業の実施
状況などを勘案」するだけではなく、「都区の都市計画事
業の実績に見合う」改善もあわせて求めている。
第1回幹事会でも申し上げたが、近年、都市計画税は増収傾
向である一方で、都市計画交付金予算額は200億円に据え置
かれていることから、都市計画税に対する比率は年々低下
し続けている。
都区の都市計画事業の実施割合に見合った交付金総額につ
いて、都区で協議を行うためには、都市計画事業の実態を
検証するための情報の提示が必要と考えているが、都側の
見解を伺う。
（第２回幹事会）
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令和 6 年度再調整項目に係る区側論点メモ 

 
項目 提案の内容及び趣旨 

【議会総務費／経常】 

公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 
公共施設ＬＥＤ灯切替に係る経費を算定す

る。 

【民生費／経常】 

児童手当給付事業費 
「児童手当法」改正に伴う、令和６年 10

月からの所得制限撤廃等の制度改正に係る

経費を算定する。 

【民生費／経常】 

児童扶養手当給付事業費 
「児童扶養手当法」改正に伴う、令和６年

10 月からの所得制限緩和等の制度改正に係

る経費を算定する。 

【民生費／経常】 

子ども医療費助成事業費 
乳幼児医療費助成事業費及び義務教育就学

児医療費助成事業費における所得制限撤廃

及び自己負担額に係る経費を算定する。 

【民生費／経常】 

高校生等医療費助成事業費 
高校生等医療費助成事業費における所得制

限撤廃及び自己負担額に係る経費を算定す

る。 

【民生費／経常】 

私立保育所施設型給付費等 
令和６年４月からの４歳以上児配置改善加

算に係る経費を算定する。 

【民生費／経常】 

国民健康保険事業助成費（出

産育児一時金） 

令和５年４月からの出産育児一時金の１人

当たり支給額の引上げに要する経費を算定

する。 

【衛生費／経常】 

予防接種費（ＢＣＧ） 
令和６年４月からのＢＣＧ感染症に係る予

防接種費用の単価改定に伴う経費を算定す

る。 

【衛生費／経常】 

予防接種費（新型コロナウイ

ルス） 

令和６年 10 月からの新型コロナウイルス

感染症に係る予防接種費用に伴う経費を算

定する。 

【衛生費／経常】 

 予防接種助成事業費（男性Ｈ

ＰＶ） 

12 歳から 16 歳を対象とした男性ＨＰＶワ

クチン接種の助成に係る経費を算定する。 



【衛生費／経常】 

予防接種助成事業費（小児イ

ンフルエンザ） 

生後６か月から 12 歳以下を対象としたイ

ンフルエンザワクチン接種の助成に係る経

費を算定する。 

【経済労働費／経常】 

商工振興費（中小企業関連資 

金融資あっせん事業（緊急対

策分）） 

物価高騰等に対応するための中小企業関連

資金融資あっせん事業（緊急対策分）の令和

６年度貸付分について、当年度における利子

補給及び信用保証料補助に係る経費を算定

するとともに、令和７年度以降全ての利子補

給分を算定する。 
【土木費／経常】 

自転車用ヘルメット購入助成

事業費 

令和５年４月からの「道路交通法」改正に

伴い、着用が努力義務化された自転車用ヘル

メット購入助成に係る経費を算定する。 

【土木費／経常】 

公衆便所維持管理費 
公衆便所維持管理費について、特別区の実

態を踏まえ、算定内容を見直す。 

【教育費／経常】 

【小・中学校費】学校給食費

保護者負担軽減事業費 

区立小・中学校を対象とした学校給食費保

護者負担軽減事業費に係る経費を算定する。 

【議会総務費他／経常】 

労務単価上昇への対応経費 
管理業務委託等の委託料全般について、近

年の労務単価上昇に係る経費を臨時的に算

定する。 

【議会総務費他／経常】 

標準給単価等の見直し 
特別区人事委員会勧告を受けた給与改定を

踏まえるとともに、定年延長制度施行に伴い

標準給単価等を見直す。 

【議会総務費他／経常】 

勤勉手当支給に伴う会計年度

任用職員経費の単価の見直し 

令和６年４月からの会計年度任用職員勤勉

手当等に係る経費を算定する。 

【議会総務費他／投資】 

投資的経費の見直し 

投資的経費に係る工事単価について、単価

上昇分を反映した経費を算定する。 

 



№ 確認事項等

1
・区側提案における１件当たり単価は、自己負担分を撤廃した場合の単価となっているため、妥
当ではない。

2
・１件当たり単価について、所得制限撤廃の影響を直接受けないため、区側提案によるもの（た
だし、自己負担分相当を除く）を通年の単価として設定すべきと考える。

3 件数
・件数について、所得制限撤廃の影響を直接受けるため、半年分（令和７年９月分まで）を現行
算定にもとづくもの、残り半年分（令和７年10月分以降）を区側提案によるものとして設定すべ
きと考える。

4 審査手数料
・社会保険分の審査手数料単価については、現行算定と同様、社会保険診療報酬支払基金から発
表される平均手数料により設定すべきと考える。

5 医療証発送委託等
・経費の性質上、今回の据置としている会計年度任用職員と関連性が高いと考えられる。
・そのため、本経費を新規に算定するに当たっては、双方を合わせて検証を行うべきと考える。

6 その他 事務費

・事務費の設定方法について、以下のとおり設定すべきと考える。

① 基本となる経費設定の考え方としては、区側提案による数値を用いる
② ただし、①は通年で所得制限を撤廃した扶助件数に紐づく所要経費であるため、区側提案によ
る件数（所得制限を通年で撤廃）と、No3による件数（所得制限を半年のみ撤廃）の比率によっ
て、割り落としを行う

7
・現在、都補助対象である市町村部実績の増減に連動する形でメンテナンスを実施しているとこ
ろであるが、今後の対応はどのように考えているか。

8
・令和８年度には財調上も所得制限の撤廃が通年となるため、今回の区側提案による数値をもと
に、所得制限撤廃の通年化を反映する整理としたいが、見解を伺う。

子ども医療費助成事業費に係る区側提案に対する都側論点メモ

令和８年度の対応
（所得制限撤廃の通年化）

単価

扶助費

委託料

経費設定

その他

メンテナンス

項目

1



№ 都の確認事項等 区側説明

1
・「費目ごと・施設ごとに検証した結果、概ね充足している」と結論付けているが、100％
を大きく超えている施設等が含まれているため、再度検証すべきである。

・改めて精査を実施した。

2
・「費目ごと・施設ごとに検証」としているが、現行算定はメニュー方式を導入している
点を踏まえ、メニューごとの分析を実施すべきである。

・メニュー方式を導入している費目については、メニューに含まれている施設総体を基本
として、精査を実施した。
・メニュー方式を導入していない費目については、施設ごとに精査を実施した。

3
・調査結果について、過大／過少な規模を持つ施設が含まれているため、精査を実施すべ
きである。

・過大／過少な規模となっている施設について、精査を実施した。

4
・固定費割合について未検証となっているが、施設の性質や区の実態等を踏まえて見直し
を実施すべきである。

・施設の性質や区の実態等を踏まえて、固定費割合の見直しを実施した。
・なお、見直しに伴い、土木費（道路橋りょう費）については、新たに固定費を設定した
ため、段階補正を新設した。

5 ・調査結果の集計等に疑義があるため、精査が必要である。 ・改めて調査結果の精査を行った。

6
高齢者福祉施設

（老人福祉施設）

・財調上の老人福祉施設は、「老人憩いの家」「老人福祉センターB型」と整理されてい
る。
・区案は実態を基に規模を設定しているが、これらの施設は国通知により１施設当たりの
標準的な規模が設定されているため、当該通知に基づき、495㎡を超過する施設は異常値と
して精査をすべきである。

・財調上の老人福祉施設の面積を495㎡と設定して規模の精査を行った。

7 ・施設の配置実態を踏まえ、標準施設への追加を検討すべきではないか。
・調査結果より普遍性が確認できたことから、高齢者福祉施設のメニューに追加し、標準
施設とした。

8
（標準施設へ追加する場合）
・未設置区があるが、センターが担う業務はどこで行っているのか。

・庁舎内における高齢者福祉関連の所管が兼ねているケースがある。また、民間施設に間
借りしているケースも考えられる。

9
（標準施設へ追加する場合）
・本施設に関する経常的経費は「介護保険事業助成費（繰出金）」として、標準算定され
ているが、投資的経費も繰出金という形態になるのか。

・特別会計に繰り出せる内容は法的に定まっており、投資的経費は該当しない。ゆえに、
一般会計から費用負担する形となり、繰出金にはならない。

10
高齢者福祉施設

（高齢者在宅サービ
スセンター）

・「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」において、利用定員
に応じた、食堂・訓練室に係る基準が存在しているが、これを活用した規模設定としない
理由を伺う。

・基準はあくまで施設の一部に関する内容であり、施設全体の規模の設定に用いることは
困難であるため。

11
児童福祉施設

（放課後児童クラ
ブ）

・放課後児童クラブの規模については、直近の見直しにおいてプレハブ施設を除いた面積
で設定している。今回の調査結果には、プレハブ施設が含まれており、そのまま見直しに
用いるべきではない。

・当該施設については、前回見直しをした令和４年度財調協議時点の数値で据置として整
理した。

12
・認定こども園について、現行算定では教育費で１号認定のみを対象としているが、２～
３号認定分について態容補正の追加を検討する必要はないか。

・２～３号認定を対象とした態容補正を追加した。

13
（２～３号認定分を追加する場合）
・認定こども園について、園庭及びフェンスの算入を検討する必要はないか。

・認定こども園において、園庭及びフェンスを新規に追加した。
・なお、算入の考え方は「幼稚園」に準拠している。

14

（２～３号認定分を追加する場合）
・現行算定における認定こども園は、「保育所型」及び「幼保連携型」と設定されてい
る。
・この点について、調査時点での区の実態と直近の傾向を踏まえて、「幼保連携型」への
統一を検討すべきと考える。

・現在の実態及び直近の傾向を踏まえ、財調上の認定こども園は「幼保連携型」として設
定することに異論はない。

15

（２～３号認定分、園庭／フェンスを追加する場合）
・現行算定における認定こども園の規模については、「公立学校施設費国庫負担金等に関
する関係法令等の運用細目」に基づき設定されているが、当該資料は１号認定分を対象と
している。
・２～３号認定分を追加する場合には、「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、
設備及び運営に関する基準」を踏まえ、１～３号認定分の規模を設定することを検討すべ
きである。

・「運営基準」を踏まえ、園舎及び園庭の規模を設定した。
・また、設定した園舎及び園庭の規模から、フェンスの規模を算出して設定した。

項目

対
象
施
設
・
規
模

共通

各
費
目

民生費

高齢者福祉施設
（地域包括支援セン

ター）

【態容補正】
認定こども園

投資的経費の見直しに係る区側提案に対する都側論点メモ（区）

1



№ 都の確認事項等 区側説明項目

16 衛生費
保健衛生施設

（保健所（衛生検査
センター含む））

・設置義務がある施設だが、対象区が全区ではない理由は何か。

・保健所については、民間の施設に間借りしている等、区有の施設ではないケースがある
ため、調査結果上、全区に設置されていない形になっている。
・また、衛生検査センターについては、保健所等が同施設の機能を兼ねている場合等が存
在するためである。

17 清掃費 車庫
・車庫について、大規模改修経費のみの経費設定となっている。
・この点について、車庫の実態を踏まえ、例えば屋外ではなく、建物内に存在する車庫が
普遍的である場合は、「清掃事務所及び清掃事業所」と一本化も検討すべきと考える。

・車庫の実態について、清掃事務所・事業所内に存在する車庫と、屋外に存在する車庫が
混在し、一本化することが適切とは言えない状況であることを確認した。
・よって、現行のまま「清掃事務所及び清掃事業所」と「車庫」は別個の施設として設定
した。

18

・校庭について小学校設置基準及び中学校設置基準を踏まえ、見直しの必要の可否を検討
すべきと考える。
・また、校庭面積の変更に伴い、フェンスも合わせて見直しの必要の可否を検討すべきと
考える。

・小学校設置基準及び中学校設置基準を踏まえ、校庭面積の見直しを実施した。
・また、校庭面積の変更に伴い校地面積も変更となるため、フェンス面積も見直しを実施
した。

19

（フェンスを見直す場合（校地面積の設定））
・財調上の標準規模は延べ床面積と認識している。校舎の敷地面積を算出する場合、「標
準建物予算単価」では、学校校舎は４階という設定であることから、校舎の標準規模を階
数で除したものが校舎の敷地面積と考える。

・その整理で問題ない。

20

（フェンスを見直す場合（校地面積の設定））
・校地面積に給食室面積を含めるか整理が必要になる。
・給食室は校舎の国庫補助基準面積に含まれず、また、現行の大規模改修の単価の積算で
は、給食室に「屋上防水」や「外壁」が組み込まれていることから、財調上は独立した建
物であり、校地面積に含めるべきと考える。

・財調上の校舎及び給食室の面積については、国庫補助基準を採用しており、校舎と給食
室を別の建物として扱っている。よって、財調上においては、学校校舎とは独立した建屋
に給食室があるモデルで設定することに異論はない。

21
小学校・中学校

（校庭・フェンス）

（フェンスを見直す場合（校地面積の設定））
・校地面積におけるプールの取扱いについては、校舎等に内蔵されたプールの設置状況を
考慮すべきと考える。

・内蔵プールについては、実態のプールの設置状況を考慮し、財調上のプール面積を1/2に
割り落とすこととした。

22 ・幼稚園について、園庭及びフェンスの算入を検討する必要はないか。 ・幼稚園において、園庭及びフェンスを新規に追加した。

23

（園庭/フェンスを見直す場合）
・財調上の標準規模は延べ床面積と認識している。幼稚園舎は、平成25年度財調協議にお
ける改築単価の積算の作りを確認すると、標準建物予算単価の「庁舎（２階）」を適用し
ていることから、財調上における幼稚園は２階建てとして整理すべきと考える。
・また、小学校・中学校のフェンス設定方法と同様に、幼稚園の敷地全体の面積を算出
し、フェンス面積を設定することを検討すべきと考える。

・その整理で問題ない。

24 ・「管理棟等」には、何が含まれると整理しているか。
・主たる目的の運動施設を利用するに当たり、付随的に当然に必要となる従たるもの（事
務所、シャワー施設、便所等）が含まれる。

25
・現行の標準規模における施設数は「１」となっているが、この施設数は複数の運動場等
における管理棟を集約して便宜的に「１」としているという理解でよいか。

・その理解でよい。

26 ・特別支援学校及び養護学園について、見直しを検討すべきと考える。 ・小中学校の見直し内容の反映や、区の実態に応じた見直しを実施した。

27
・現在の態容補正は、１校当たりでの補正式になっているが、小学校費の態容補正Ⅲにお
いて、学級数や児童生徒数等による算定を検討する余地はあるものと考えているが、見解
を伺う。

・各学校の実態からモデル（障害区分・人数等）の設定が可能か検討の余地があるため、
次回以降の検討課題としたい。

28
・特別支援学校等の校舎面積を国庫補助基準の準用とする場合、寄宿舎については、収容
児童生徒数から面積を算出するため、寄宿舎の収容人数の設定方法の検討が必要になる
が、見解を伺う。

・各学校の実態からモデル（障害区分・人数等）の設定が可能か検討の余地があるため、
次回以降の検討課題としたい。

29
【態容補正】

武道場

・現行の武道場面積は400㎡と設定されているが、これは区の武道場の設置状況と学校施設
環境改善交付金の交付対象床面積の上限の加重平均により設定をしている。
・現在の設置状況を踏まえて、見直しの必要性を検証すべきである。

・検証した結果、現行面積から変更はなかったが、学校施設環境改善交付金の交付対象床
面積の上限が十の位まで設定していることから、それに合わせ、十の位までで設定した。

対
象
施
設
・
規
模

各
費
目

教育費
小学校・中学校

（校庭・フェンス）

教育費

幼稚園

各種運動施設
（管理棟等）

【態容補正】
特別支援学校及び

養護学園
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30
・現行算定の「給食室」「雨水有効利用設備」については、校舎と一体的な施設として長
寿命化の対象となるという理解でよいか。

・その理解でよい。

31

・「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（文部科学省）」の長寿命化のイメージで、
長寿命化改修には「社会的要求水準（耐震・省エネ等）」と記載がある。これは長寿命化
工事の効用・目的として、この水準を満たすものと定義していると読めるが、長寿命化工
事に「耐震工事、省エネ工事」も含まれると考えてよいか。また「等」とあるがこれは何
を指すのか。

・文科省の資料本文では「単に数十年前の建築時の状態に戻すのではなく、構造体の長寿
命化やライフラインの更新等により建物の耐久性を高めるとともに、省エネ化や多様な学
習形態による活動が可能となる環境の提供など現代の社会的に要請に応じるための改修を
行うことが重要である。」とされており、機能回復のための改修を行うことは前提としつ
つ、併せて行う耐震工事や省エネ工事についても、長寿命化改修の括りには含まれると考
える。
・またイメージ図の「等」については同資料上でも具体的な定めは無く、あくまで時勢に
応じた水準を意味しているものと考える。

32
・態容補正の対象である「特別支援学校」及び「養護学園」についても、合わせて長寿命
化を導入すべきと考える。

・長寿命化を導入することに異論はない。

33 元利償還金 ・元利償還金の積算に用いる年度事業量について、長寿命化の導入を反映すべきである。
・長寿命化を導入することによる改築サイクルの変更等の影響について、反映することに
異論はない。

34 その他 その他施設

・長寿命化については、全ての区で実施が予定されており、「その他施設」でも実施する
ことが想定されているため、本来は財調上に導入することが望ましいと考える。
・一方で、区側が示したとおり、経費設定や耐用年数の設定に関する考え方については、
各区で共通して参照している客観的な指標等が存在しないことに加え、現時点では長寿命
化工事の実施件数が少ない状況であり、単純に導入することは困難であるという点につい
ては同意する。
・しかし、各区の計画上、長寿命化を実施していく予定となっている中、財調上は長寿命
化を実施しない状態で、改築経費を算定し続けることは、過大な算定となっていくと言わ
ざるを得ない。
・今回の見直しにおいては、上述のとおり単純に導入することは困難と結論付けざるを得
ないが、個々の区においては、経費設定等の考え方として、客観的な指標を参照している
事例があることから、さらなる検討の余地も残されている。
・よって、将来的に長寿命化工事の実績が積み重なることを単に待つのではなく、長寿命
化の導入に向けた検討を引き続き行うべきと考えるが、見解を伺う。

・区側としても引き続き検討していくことで異論はない。

35 その他 教育費 屋内運動場
・屋内運動場の現行の耐用年数（44年）は、区の施設実態を調査の上、「S造」及び「RC
造・SRC造」の施設数で加重平均により設定をしている。
・現在の設置状況を踏まえて、見直しの必要性を検証すべきである。

・平成25年度財調協議時と同様の調査を行い、現在の設置状況を検証した結果、現行の年
度事業量から変更はなかったため、現行を据え置くものとした。

36 教育費
・元利償還金の積算に用いる対象面積について、小中学校の標準事業規模と一致させるべ
きである。

・対象面積について、小中学校の標準事業規模と一致させる形で修正した。

37 ・測量について、工種の追加を検討する必要はないか。 ・「標準建物予算単価」に基づき、工種に敷地測量を追加した。

38 ・地盤調査について、工種の追加を検討する必要はないか。 ・「標準建物予算単価」に基づき、工種に地盤調査を追加した。

39
・工事費を対象としたZEB化費用に係る補正の導入を検討している点を踏まえれば、設計の
経費設定においても「標準建物予算単価」の算定式に基づくZEB化に係る補正を導入する必
要はないか。

・設計についても、ZEB化に係る補正を導入した。

40
・既存の工種について、標準施設の構成を適切に反映するため、加重平均の導入を検討す
べきと考える。

・一部の工種について、新たに加重平均を導入し単価を再設定した。

41
・エレベーター設備について、「標準建物予算単価」の表記を踏まえ、機械室ありから機
械室なしへの変更を検討すべきと考える。

・「標準建物予算単価」の表記を踏まえ、機械室なしの単価を用いる形に変更した。

42
・上述の規模に関する指摘を踏まえた修正を実施する場合は、単価設定に用いている規模
についても反映する必要がある。

・規模の修正に応じて、単価設定も反映した。
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43
・ZEB化費用に係る補正の導入を検討している点を踏まえれば、新たな工種として太陽光発
電設備の設定を検討する必要はないか。

・ZEB化の一環として、太陽光発電設備を工種として追加した。
・なお、「学校施設環境改善交付金」における太陽光設備に対する特定財源(補助率1/2）
を控除する形で経費設定を行った。

44
・「標準建物予算単価」に存在しない既存の工種について、直近で見直した際の単価を
ベースとし、「標準建物予算単価」の変動率（改築）を乗じて経費設定をすることが妥当
と考える。

・当該変動率を乗じて改めて経費設定を行った。

45
・外構工事費について、「標準建物予算単価」における学校の建蔽率を用いた経費設定を
検討すべきと考える。

・「標準建物予算単価」における学校の建蔽率を用いて経費設定を行った。

46
・雨水有効利用設備について、「標準建物予算単価」を用いた経費設定が可能かを検討す
べきと考える。

・「標準建物予算単価」を用いた単価モデルを設定した。

47
・区側調査によれば屋内プールの設置実態が極めて限られていることから、プールの内蔵
経費については廃止すべきである。

・「令和５年度東京都における小中学校施設の現状」の結果を踏まえ、約半数が校舎等に
プールを内蔵していることから、内蔵経費の金額を1/2とする。なお、調査結果との齟齬の
理由であるが、屋上に設置しているプールについて、屋根がないため屋外プールとして取
り扱っているという事例が見られた。経費の趣旨として、屋上であっても、内蔵経費を加
算する必要があると考えるため、前述の「小中学校施設の現状」に基づき、経費を設定す
ることとする。

48

・特別支援学校施設等の新増築の経費で、「活性汚泥槽の設置」を算定しているが、小中
学校では、平成19年度財調協議において、区部の下水道は100％普及に至っているとして、
算定が廃止になっている。
・現在も当該経費を存置しているのは、特別支援学校施設等は、都外での設置も想定され
ているため、という理解でよいか。

・その理解でよい。

49

・区側提案は「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（文部科学省）」のモデルを踏ま
えて、改築単価×0.6としている。
・この点について、「学校施設環境改善交付金の配分基礎額の算定方法等について（通
知）」において、改築単価に対する比率が67.4%とされていることから、こちらを採用する
ことを検討すべきではないか。
・なお、本数値を採用する場合は、毎年度のメンテナンスを実施すべきと考える。

・特定財源（改築）の単価に国補助の単価を用いていることとの整合性等を踏まえ、当該
通知における比率により長寿命化単価を算出する方法に変更する。
・毎年度、メンテナンスを実施する点は異論はない。

50
共通

（義務教育施設・
その他施設）

・改築単価と同様に、「標準建物予算単価」によるモデル単価を設定できないか検討すべ
きと考える。

・「標準建物予算単価」を用いた単価モデルを新たに設定した。
・なお、モデル設定が困難であった対象については、現行単価の考え方を引き継いだ上
で、「標準建物予算単価」の変動率（改修）を乗じて経費設定を行った。

51 義務教育施設
・校庭の単価について、「標準建物予算単価」のグラウンド整備の単価を用いて経費設定
を行うべきと考える。

・「標準建物予算単価」のグラウンド整備の単価をもとに経費設定を行った。

52
週休2日対応費
特別補正費

・両補正について、恒久的に反映することし、率は毎年度メンテナンスの対象とすること
で想定しているが、見解を伺う。

・恒久的な反映かつ毎年度のメンテナンス対象とすることで異論はない。

53 ・各区におけるZEB化の実施状況を伺う。
・現時点の実績としてZEB化を普遍的に実施しているという状況ではない。
・ただし、各区の計画等においてZEB化に取り組むこととしており、今後見込まれる需要と
して、当該補正を提案に含めたものである。

54
・各区の計画等を確認する限り、ZEB化は原則的に改築時に行うものとされていることか
ら、大規模改修経費には当該補正を反映すべきではない。

・都側の指摘を踏まえ、大規模改修経費にはZEB化経費を反映しないこととする。
・なお、将来的に大規模改修時にもZEB化を実施している状況が確認できた場合は、改めて
見直しを検討するものとする。

55

・「標準建物予算単価」におけるZEB化費用については、改築単価の設定に用いている一部
の建物モデルに対しては原則的に補正を乗じないこととされている。
・区案はその点を考慮されておらず妥当ではない。
・なお、補正を乗じる建物モデルを限定する形で修正する場合には、率を毎年度メンテナ
ンスすることが困難であるため、率は据置としたいと考える。

・ZEB化費用に係る補正について、乗じる対象を精査し、改めて経費設定を行った。
・率を据え置くことについて異論はない。将来的に必要に応じた見直しを検討する。
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56

・「標準建物予算単価」を用いた単価設定とする場合、モデルの一貫性という観点から
「標準建物予算単価」の変動率を物騰率とすることは妥当と考える。
・一方で、区側提案の改築単価（決算）や大規模改修単価（現行）とするのであれば、
「標準建物予算単価」の変動率を採用する理由はなく、現行の物騰率を適用することが妥
当と考える。

・改築及び大規模改修単価について、「標準建物予算単価」を用いた単価設定とするた
め、変動率を物騰率とする。

57
（「標準建物予算単価」の変動率を採用することになった場合）
・変動率は、改築と大規模改修の双方が設定されているため、物騰率として使用する場合
についても、それぞれの変動率を採用すべきと考える。

・それぞれの変動率を採用することに異論はない。

58
・区の実態と現行算定における特定財源の設定方法を踏まえ、一部の経費について見直し
を行うべきである。

・区の実態を踏まえ、特定財源の計算に用いる数値を見直し、特定財源の見直しを行っ
た。

59
民生費
教育費

【態容補正】
認定こども園

・「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱」に基づき、特定財源を設定すべきであ
る。

・異論はない。
・なお、補助金の対象は１号認定分のみとなるため、特定財源は教育費のみ設定し、民生
費（２～３号認定対象）では設定をしない。

60 長寿命化
・「学校施設環境改善交付金の配分基礎額の算定方法等について（通知）」に基づき、改
築単価（国補助単価）×67.4％として、設定すべきと考える。
・なお、本数値を採用する場合は、毎年度のメンテナンスを実施すべきと考える。

・異論はない。

61 大規模改修
・「令和６年度学校施設環境改善交付金の事業概要について（通知）」に基づき設定すべ
きと考える。

・異論はない。

62 ・補正の必要性の検証結果を伺う。
・検証の結果、必要性が確認でき、補正を廃止する状況にないため、引き続き補正を設け
るものである。

63 ・今回の見直しによる財調単価の見直しを踏まえ、改めて係数設定を行うべきである。
・財調単価の構成の変更に伴い、改めて係数を設定した。
・なお、山手地区／準低地地区／低地地区ごとの単価差については、「標準建物予算単
価」に基づき、改めて設定した。

64 昼間人口 ・補正の必要性の検証結果を伺う。
・検証の結果、必要性が確認でき、補正を廃止する状況にないため、引き続き補正を設け
るものである。

物騰率

特定財源

共通

教育費

その他の補正

低地係数
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65

・議会総務費-地域交流施設のうち、地域センターの見直しについては、令和３年度財調協
議において不調となっており、この際の不調理由を未整理としたまま、今回の見直しを行
うことは妥当ではない。
・令和３年度財調協議における不調理由は、見直し内容に関する都区の見解に相違があっ
たためではなく、令和２年度財調協議における区側発言に関して疑義が生じたためであ
る。
・令和２年度財調協議では、区側提案により、地域センターをホールの有無や固定席数に
よる付帯機能によって定義するのは、改修等による変容を受けるため、区の実態に即して
いないとして、見直しを行っている。
・その際のやりとりにおいて、地域センターは「改修等により、固定席を有するホールが
会議室等として変わるなど、施設の状況に変化があるが、当該施設の目的や役割に変更は
なく、地域の交流施設であり続けるという実態がある。」と区側が発言しており、都とし
ては、この「実態がある」という発言を受けて、合意をしたものである。
・この区側発言の趣旨については、令和３年度財調協議でも議論をしたところであるが、
令和２年度財調協議時点で、「実態がある」とした施設実態がなかったことは間違いない
か。
・また、現時点において、そういった施設実態があるのかを伺う。

・令和２年度財調協議時点では、改修等により、500席未満の常設座席が設置されたホー
ル、多目的ホールの両方がなくなったという施設はなかった。
・現時点においては、該当する施設実態があることを確認した。
・なお、令和２年度の区側発言は、各区における具体的な施設について述べたものではな
い。

66

（現時点で該当する施設実態がある場合）
・令和２年度財調協議における都発言から、「区の実態」として、そのような施設実態が
あるという認識を都が持っていることは明確である。この都側の認識に対し、区側から特
段の指摘がないまま合意に至ってしまった点については、令和３年度財調協議において述
べたとおり、遺憾である。
・しかしながら、この一点をもって、将来的にも「議会総務費-地域交流施設」の見直しを
不調とし続けること自体は、都としても望むことではない。
・現時点において、令和２年度財調協議で区側が述べた施設実態がある点が確認できるの
であれば、今回の見直しにおいて、地域交流施設を見直し対象とすることを是としたいと
考えている。

・区側としても、将来的にも本施設に関して見直しが反映されない事態は本意ではない。
・今後の協議において、都区双方で十分かつ丁寧にやりとりを行いながら協議を行ってい
く必要があると考える。

その他

6


